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１ 定住自立圏の名称 
 

弘前圏域定住自立圏 

 

２ 構成市町村 
 

弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 定住自立圏構想の概要 
 

わが国においては、少子高齢化が急速に進行するとともに、総人口は急速に減少する

ことが見込まれています。三大都市圏も地方圏も人口が減少するという「過密なき過

疎」の時代にあって、特に地方圏においては大幅な人口減少が予想され、その将来は極

めて厳しいものと予想されています。 

 

こうした人口減少や少子高齢化が進行する状況において、国・地方を問わず財政力の低

下が懸念されており、従来のように一つの市町村が、暮らしに必要な諸機能を単独で整備

することは、困難になっていくものと見込まれます。  

 

定住自立圏構想は、中心市と周辺市町村で形成される圏域において「集約とネットワ

ーク」の考え方に基づき、中心市と周辺市町村が互いに連携・協力することにより、圏

域全体の活性化を図ろうとするものです。「定住」のための暮らしに必要な諸機能を確

保するとともに、「自立」のための経済基盤や地域の誇りを培い、魅力あふれる圏域を

形成していくことを目指しています。 

 

第Ⅰ章 定住自立圏共生ビジョンの策定にあたって 
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定住自立圏構想の推進により、地方への民間投資を促進し、内需を拡大して地域経済

を活性化させ、地域の創富力を高める「地域主権型社会」に相応しい、安定した社会空

間を地方圏に創り出すことが期待されています。 

 

４ 共生ビジョンの趣旨・目的 
 

定住自立圏共生ビジョンは、定住自立圏構想推進要綱（平成20年総行応第39号）及び定

住自立圏形成協定に基づき、定住自立圏全体で人口定住のために必要な生活機能を確保

し、自立のための経済基盤を培い、地域の活性化を図るため、中長期的な観点から弘前圏

域が目指す将来像及びその実現のために必要な具体的取組等を明らかにするものです。 

また、本共生ビジョンは、圏域の定住自立圏構想の取組の推進に当たり、総務省をはじ

め、国の各府省の支援の根拠となる計画です。 

 

５ 共生ビジョンの計画期間 
 

本共生ビジョンの計画期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間です。 
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１ 地勢・自然 

 

本圏域は、青森県西南部に位置する内陸型地域であり、その総面積は約１，５９８ｋ㎡

で、県全体の約１７％を占めています。 

霊峰岩木山を西に臨み、東方には八甲田連峰を、南には秋田県境に接する世界自然遺産

白神山地の山々が眺望されます。また、白神山地に源を発する県内最大流域面積の一級河

川岩木川が圏域のほぼ中央部を日本海に向け北流しています。岩木川は圏域内で平川・浅

瀬石川と合流して、その流域に肥沃な津軽平野を形成し、本県を代表する穀倉地帯を育ん

でいます。また、平野部周辺の小高い丘陵地帯には、基幹農産物であるりんごの樹園地が

広がり、さらにその地域を取り巻くように山林地帯が伸び、緑豊かな自然環境に恵まれて

います。 

 

 

２ 圏域市町村の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

HIROSAKI  CITY 

弘前市 

弘前市は、日本一の生産量を誇るりんごの産地であるとともに、春には日本一の桜

の名所弘前公園での「さくらまつり」、夏には「ねぷたまつり」、秋には「弘前城菊と

紅葉まつり」、冬には「弘前城雪燈籠まつり」と、四季を通して多くの観光客で賑わ

う観光都市であります。 

藩政時代のたたずまいを残す寺院街や伝統的建造物、明治・大正期の洋風建築、建

築家「前川國男」の近代建築などの歴史的文化財が数多く点在しているほか、弘前駅

を核とした広域的な交通拠点や宿泊・コンベンション機能、飲食街などの都市的な環

境も備わっています。 

また、国立大学法人弘前大学などの高等教育機関を中心とした学園都市としての性

格を併せ持っており、地域を支える知的財産である高等教育機関との連携・協力を推

進し、地域課題の解決に取り組んでいます。 

行政区域面積 人口 人口密度 
0～14歳 
人口割合 

65歳以上 
人口割合 

524.20㎢ 168,466人 321.4人/㎢ 10.5% 32.4% 

（資料：令和 2年国勢調査） 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 
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黒石市は圏域の東部に位置し、黒石藩一万石の城下町として栄え、明治以後も南

津軽郡役所の所在地として、政治・経済・文化の中心地として発展してきました。 

黒石温泉郷県立自然公園などの観光資源を有し、東北縦貫自動車道黒石インター

チェンジをはじめ、県土を横断する国道１０２号及び３９４号、主要地方道などの

道路網を背景に、他圏域との交流拠点及び国立公園十和田湖の西の玄関口として、

広域観光の中継基地の役割を担っています。 

古くから「りんごと米と温泉の田園観光都市」として親しまれていますが、圏域

の中心都市である弘前市の機能を補完する役割を持ち、圏域東部の中核都市とし

て、周辺市町村を対象とした商業経済活動や、県産業技術センター農林総合研究

所、同りんご研究所を中心に、農業技術集積の地として重要な役割を果たしていま

す。 

平川市は、圏域の南東部、秋田県との県境に位置し、自然とまちの風景が調和する

景観の美しいまちです。山々に抱かれた平野部には、「平川」の恵みを受ける田園風

景、それを取り巻く丘陵地帯には赤や黄色に色づくりんごの園地が広がります。 

また、市内には優れた効能と豊富な湯量を誇る「温泉」が数多く点在し、県内外か

ら多くのファンが訪れています。そして、夏の風物詩「平川ねぷた」の運行の大トリ

を飾る、高さ約１２ｍ、幅約９．２ｍを誇る「世界一の扇ねぷた」、全国でも他に例

が無いと言われる和洋折衷の建物「盛美館」と、美しい大石武学流の日本庭園が融合

した国指定名勝「盛美園」、これまで品評会において最高賞の農林水産大臣賞を幾度

も受賞している“りんご”、果汁が多く深い甘味を持つ“津軽の桃”、そして平川市

を代表するグルメ「平川サガリ」などの多くの地域資源に恵まれており、これらを活

かした活性化とともに、市民が幸せで安心して生活することができるよう「あふれる

笑顔 くらし輝く 平川市」の実現を目指しています。 

KUROISHI  CITY 

黒石市 行政区域面積 人口 人口密度 
0～14歳 
人口割合 

65歳以上 
人口割合 

217.05㎢ 31,946人 147.2人/㎢ 10.1% 34.3% 

（資料：令和 2年国勢調査） 

平川市 行政区域面積 人口 人口密度 
0～14歳 
人口割合 

65歳以上 
人口割合 

346.01㎢ 30,567人 88.3人/㎢ 10.7% 35.3% 

（資料：令和 2年国勢調査） 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 
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藤崎町は圏域の北部に位置し、津軽平野を流れる三大河川の合流地点がある平坦で肥

沃な土地に恵まれた農業を中心とする町です。 

世界一の生産量を誇るりんご「ふじ」の発祥の地であることから、ブランド化や情報

発信により一層努めており、減農薬や良質な土づくりにこだわった米やにんにくづくり

など、安全安心な農産物の生育にも力を入れております。 

町には、岩木山と調和した田園風景や白鳥が飛来する河川景観、中世の歴史を感じさ

せる史跡のほか、年縄奉納の伝統行事や津軽花火大会、ジャンボおにぎりをメインにし

たイベント「ふじさき秋まつり」など、町の魅力発信に多様な資源が存在しています。 

ＪＲ奥羽本線と五能線が走り、青森市や津軽半島地方を結ぶ主要道が交わることか

ら、その恵まれた立地条件と交通の利便性を活かし、移住や企業立地の促進を図り、新

しいまちづくりを推進しています。 

板柳町は圏域の北部に位置し、りんごを中心とする農業を基幹産業としており、

「りんごまるかじり条例」を制定し、消費者に安心で安全なりんごを届ける取組に力

を入れているほか、全国初のりんご専門市場の誘致などりんごにこだわったまちづく

りを展開しています。また、津軽藩時代には岩木川の河港として発展した歴史的経緯

により、隣接する市町や弘前市の北部を含む独自の商業圏を形成している町でありま

す。 

生涯学習の町として、文化振興にも力を注ぎ「読書のまち」の定着など、住民との協

働による町づくりを推進しています。また、基幹産業である農業では、地場産業の振興

と地域資源を活用した「ふるさとセンター」を核として、高付加価値農業の推進と体験

型観光農業の振興を図っています。さらに、国際交流推進のため、米国ヤキマ市との姉

妹都市提携、中国北京市昌平区との友好協定の締結を行うなど、国際化、情報化など新

たな時代に対応した未来を担う人づくりを推し進めています。 

FUJISAKI  TOWN 

藤崎町 行政区域面積 人口 人口密度 
0～14歳 
人口割合 

65歳以上 
人口割合 

37.29㎢ 14,573人 390.8人/㎢ 11.5% 32.9% 

（資料：令和 2年国勢調査） 

ITAYANAGI  TOWN 

板柳町 行政区域面積 人口 人口密度 
0～14歳 
人口割合 

65歳以上 
人口割合 

41.88㎢ 12,700人 303.2人/㎢ 9.5% 38.0% 

（資料：令和 2年国勢調査） 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 
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大鰐町は圏域の南部に位置し、三方を山で囲まれた地形を利用したスキー場や、八百年も

の長い歴史を誇る温泉の町として圏域の住民のみならず、県内外の保養地・観光地として親

しまれ、発展してきた町であります。 

平成１５年には「第５回アジア冬季競技大会」のスキー種目が開催されるなど、競技スキ

ーのメッカとしても広く知られており、大鰐碇ヶ関温泉郷県立自然公園を中心とした豊かな

自然は四季を通じて、広域交流レクリエーション拠点として幅広く利用されています。 

また、「大鰐温泉もやし」や「夏秋トマト」など町の特産品を活用した６次産業化を進め

ています。 

田舎館村は圏域のほぼ中央の平地部に位置しており、縄文時代や弥生時代の遺跡が数多く

確認され、なかでも弥生時代の水田跡が数多く発見された国史跡垂柳遺跡があります。 

基幹産業を農業とし、米やりんごを中心にトマトやブロッコリー等の野菜や花卉の栽培の

ほか、いちごの生産にも力を入れており、温泉熱を活用したハウスで栽培・出荷している観

光いちご園では、通年でいちご狩りが楽しめます。いちごのブランド化をはじめとした地場

産品による商品開発や販路拡大の促進など、多方面にわたる農業振興策を展開し、農業の活

性化と担い手の確保に向けて、農地の集約化と認定農業者の育成、支援に取り組んでいます。 

また、毎年多くの人が訪れる田んぼアートなどの観光資源を活用し、交流人口の増加を図

るなど、地域の活性化を目指しています。 

工業団地等への企業誘致を推進し、雇用の創出を図るとともに、豊かな自然に親しみ、歴

史と文化に触れることができる緑と工業の調和した農工併進の村づくりを進めます。 

西目屋村は圏域の西部に位置し、三方を山に囲まれ、総面積の９割以上を林野が占める山

村であります。 

広大で原生的なブナ林をいだく世界自然遺産白神山地と津軽地方の水瓶の役割を果たし

ている津軽ダムを有する村として、自然と共生する村づくりを進めています。 

人口・世帯数は県内で一番少なく、生活機能の大半を圏域の中心都市である弘前市に依存

していますが、定住促進住宅の整備や０歳児以上の保育料無料化など子育て世代に優しい環

境づくりを積極的に推進して、過疎化・少子化の抑制を図っています。 

基幹産業は米とりんごを中心とした農業ですが、白神そばや山菜など白神ブランドによる

地場産品の商品開発及び販路拡大を促進するとともに、世界遺産と水源の里として、白神山

地と津軽ダムを活用した観光振興に取り組んでいます。 

OWANI  TOWN 

大鰐町 行政区域面積 人口 人口密度 
0～14歳 
人口割合 

65歳以上 
人口割合 

163.43㎢ 8,665人 53.0人/㎢ 7.3% 43.5% 

（資料：令和 2年国勢調査） 

INAKADATE  VILLAGE 

田舎館村 行政区域面積 人口 人口密度 
0～14歳 
人口割合 

65歳以上 
人口割合 

22.35㎢ 7,326人 327.8人/㎢ 11.4% 36.1% 

（資料：令和 2年国勢調査） 

西目屋村 行政区域面積 人口 人口密度 
0～14歳 
人口割合 

65歳以上 
人口割合 

246.02㎢ 1,265人 5.1人/㎢ 11.9% 39.6% 

（資料：令和 2年国勢調査） 
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３ 圏域の結びつき 

 

弘前市は、圏域人口の約６割を占める圏域最大の都市で、周囲を中小規模の都市が比較的

近い距離で取り囲む構造となっています。 

圏域の北側に開かれた平野部では、国道や幹線道路、鉄道網などが充実しており、周辺

市町村の中心部と緊密に連携しています。 

古くから結びつきが深く生活圏を形成する周辺市町村とは、一部事務組合、広域連

合及び企業団を設置し、消防・救急、ごみやし尿等の処理、介護認定審査事務、上水

道事業を共同処理するなど、これまでも連携した取組を進めてきました。 

日常生活においても、車社会の進展や交通インフラの整備・充実により、通勤・通

学、医療、商業など、あらゆる面で住民の行動範囲は、広域的な結びつきを強めてきて

おり、弘前市に集積されている都市機能が周辺にある市町村の住民によって利用されてい

ます。 

 

表 人口総数及び昼夜間人口比率 

 弘前市 黒石市 平川市 藤崎町 板柳町 大鰐町 田舎館村 西目屋村 

人口総数(人) 177,411 34,284 32,106 15,179 13,935 9,676 7,783 1,415 

昼夜間人口 
比率(％) 

107.2 93.5 88.9 85.9 87.7 81.4 80.9 91.4 

（資料：平成 27年国勢調査） 

 

 

（１）都市機能の集積・利用状況 

 

① 通勤・通学者状況 

弘前市への通勤・通学者の割合は、周辺７市町村合計で２６．１％となっており、全

市町村が１０％を超えています。特に、平川市は２０％代後半、藤崎町、大鰐町、田舎

館村、西目屋村は３０％を超える高い割合となっています。 

 

表 周辺市町村から弘前市への通勤・通学割合 

市 町 村 

常住する就業者・通学者 

※15 歳以上就業者・通

学者 

うち弘前市への就業

者・通学者 
通勤・通学割合 

黒石市  19,296人 3,613人 18.7％ 

平川市  17,826人 5,334人 29.9％ 

藤崎町  8,698人 2,696人 31.0％ 

板柳町  8,497人 1,651人 19.4％ 

大鰐町  5,131人 1,856人 36.2％ 

田舎館村  4,371人 1,407人 32.2％ 

西目屋村  860人 328人 38.1％ 

合  計  64,679人 16,885人 26.1％ 

 

 

（資料：平成 27年国勢調査） 
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表 弘前市内の製造業の事業所数及び従業員数（従業者４人以上の事業所） 

事 業 所 数 従 業 者 数 
 

内従業者 
30～299人 

内従業者 
300人以上 

 男 女 

154 40 5 7,257人 4,325人 2,932人 

（資料：青森県の工業（2020年工業統計調査 青森県結果書）） 

 

表 弘前市内の卸売・小売業の事業所数及び従業員数 
 事 業 所 数  従 業 者 数 

 

卸売業 小売業  卸売業 小売業 

1,833 376 1,457 14,949人 3,883人 11,066人 

（資料：平成 28年経済センサス-活動調査） 

 

表 弘前市内の高等教育機関（令和 3年 4月 1日現在） 

区 分 学校数 内 訳 等 

大学 5 
国立大学法人弘前大学、柴田学園大学、弘前学院大学、 

弘前医療福祉大学、放送大学青森学習センター 

高等学校 9 県立高等学校 5校、私立高等学校 4校 

短期大学 2 柴田学園大学短期大学部、弘前医療福祉大学短期大学部 

特別支援学校 4 
国立大学法人弘前大学教育学部附属特別支援学校、 

弘前聾学校、第一養護学校、第二養護学校 

 

 

 

 

 

市町村名 

上段：通勤率 

下段：通学率 

（資料：平成 27年国勢調査） 

 

弘前市 

図 弘前市への通勤率・通学率 

西目屋村 

黒石市 

平川市 

大鰐町 

藤崎町 
 

田舎館村 
 31.0% 

47.5% 

29.2% 

53.0% 

板柳町 
 

16.8% 

37.8% 

28.1% 
50.4% 

33.7% 

70.4% 

35.0% 

85.2% 

17.9% 

39.8% 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 



 

 

- 9 - 

 

 

② 医療機能 

圏域の中核的医療機関である弘前大学医学部附属病院をはじめとして、総合病院が弘前

市に集積しており、周辺市町村から多くの入院・受診者が訪れています。 

入院患者の依存率は、黒石市の３０．３％を除いた全ての市町村において６０％を超え

る高い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 弘前市内の医療施設数・病床数（令和元年 10月 1日現在） 

病  院 一般診療所 歯科診療所 合 計 

施設数 病床数 施設数 病床数 施設数 施設数 病床数 

15 3,310 163 553 93 271 3,863 

（資料：令和元年青森県保健統計年報） 

 

③ 商業機能 

弘前市内の市街地及び郊外には、大規模なデパート、ショッピングセンターが立地して

います。 

店舗面積１０,０００㎡以上の大規模小売店舗の分布をみると、市街地の弘前駅・土手町

周辺のほか、国道７号・１０２号などの幹線道路沿道に集中しており、弘前圏域を超え、

秋田県北部も商圏に入っています。 

 

表 圏域内の店舗床面積 10,000㎡以上の大規模小売店舗数（令和 3年 3月 31日現在） 

市町村 店舗数 店舗名 

弘前市 7 

中三弘前店、イトーヨーカ堂弘前店、さくら野弘前店、城東タウンプラザ、 

弘前駅前地区再開発ビル（ヒロロ）、イオンタウン弘前樋の口、 

安原ショッピングセンター 

黒石市 1 アクロスプラザ黒石 

平川市 1 イオンタウン平賀 

藤崎町 1 イオン藤崎店 

（資料：青森県「県内の大規模小売店舗一覧」） 

 

 

弘前市 黒石市 

平川市 
大鰐町 

西目屋村 

藤崎町 

田舎館村 

94.7% 

70.3% 
63.3% 

30.3% 

63.2% 

62.4% 

板柳町 
 62.5% 

図 弘前市内の医療施設への入院患者の依存率 

（資料：平成 30年 4月青森県保健医療計画） 

年 4月 青森県保健医療計画） 
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④ その他の都市機能 

 

■ 交通ネットワーク 

公共交通機関は、JRが藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村とつながっており、弘南鉄

道、弘南バスが弘前市を中心に周辺市町村を結んでいます。 

道路網も国道２路線のほか高い規格の道路が各市町村とつながっています。 

公共交通 

JR奥羽本線 3駅 

弘南鉄道弘南線 4駅、大鰐線 11駅 

弘前バスターミナル 

都市間バス 弘前⇔盛岡、仙台、東京、横浜 

路線バス 弘南バス 86路線 

高速道路 東北自動車道 大鰐弘前 IC 

国道 国道 7号、国道 102号 

 

■ 金融機関 

地方銀行、信用金庫、農業協同組合など各種金融機関の本店・支店が、弘前市内に集

積しています。 

銀行等 

青森銀行、みちのく銀行、秋田銀行、青い森信用金庫、東奥信用金庫、青森県信用

組合、東北労働金庫、つがる弘前農業協同組合、津軽みらい農業協同組合、相馬村

農業協同組合、日本政策金融公庫 各本支店 59店舗 

 

■ 国及び県の機関 

国及び県とも圏域を管轄する機関が幅広く弘前市に配置されています。 

国の機関 

青森地方裁判所弘前支部、青森地方法務局弘前支局、弘前税務署、弘前労働基準監

督署、弘前公共職業安定所、弘前年金事務所、青森河川国道事務所弘前国道維持出

張所、北奥羽土地改良調査管理事務所、津軽森林管理署、陸上自衛隊弘前駐屯地 

県の機関 

中南地域県民局（弘前保健所、中南地方福祉事務所、弘前児童相談所を含む）、弘

前高等技術専門校、中南教育事務所、弘前警察署、青森県運転免許センター弘前試

験場、青森県産業技術センター弘前工業研究所 
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４ 人口等の推移 

 

（１）人口 

令和２年国勢調査における構成８市町村の人口は２７５，５０８人で、平成２７年に

比べ１６，２８１人（５．６％）減少しています。 

構成市町村すべてにおいて人口が減少しており、平成２７年との比較では、特に、西

目屋村（人口減少率１０．６％）、大鰐町（同１０．４％）、板柳町（同８．９％）の

順で人口減少率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 市町村別人口推移（単位：人） 
 

昭和 55年 昭和 60年 平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和 2年 

弘前市 192,291 192,989 191,217 194,197 193,217 189,043 183,473 177,411 168,466 

黒石市 40,755 40,501 39,213 39,004 39,059 38,455 36,132 34,284 31,946 

平川市 38,979 38,932 37,948 36,876 36,454 35,336 33,764 32,106 30,567 

藤崎町 17,787 17,620 17,139 16,940 16,858 16,495 16,021 15,179 14,573 

板柳町 19,215 18,504 17,766 17,320 16,840 16,222 15,227 13,935 12,700 

大鰐町 16,312 15,313 14,751 13,990 12,881 11,921 10,978 9,676 8,665 

田舎館村 10,053 9,722 9,370 9,151 8,835 8,541 8,153 7,783 7,326 

西目屋村 2,812 2,474 2,225 2,138 2,049 1,597 1,594 1,415 1,265 

 

 

（２）年齢別人口 

年齢別人口推移をみると、昭和５５年から令和２年まで一貫して少子化・高齢化が進

行しています。 

年少人口は減少傾向が続いており、昭和５５年に比べ人数が４５，９５８人減少 

（６１．８％減少）、割合が１１．６ポイント減少しているのに対し、老年人口は人数が

５７，７１３人増加（１６７．５％増加）、割合が２３．５ポイント増加しています。 

また、生産年齢人口は昭和５５年に比べ人数が７６，５４８人減少（３３．４％減

少）、割合が１１．９ポイント減少しています。 
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（資料：国勢調査） 
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表 圏域の年齢３区分人口（単位：人） 

  昭和 55年 昭和 60年 平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和 2年 

0～14歳 
（年少人口） 74,373 69,256 60,294 53,562 47,736 42,313 36,427 32,013 28,415 

15～64歳 
（生産年齢人口） 

229,372 227,330 222,425 218,820 210,577 199,307 186,406 170,376 152,824 

65歳以上 
（老年人口） 34,459 39,465 46,720 56,897 67,789 75,929 80,363 88,244 92,172 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）世帯 

本圏域の世帯数は、人口の増減動態にかかわらず増加傾向にありましたが、令和２年

では減少に転じており、構成市町村別に見ると、弘前市、黒石市、平川市、板柳町、大鰐

町、西目屋村において、平成２７年に比べ減少しています。 

また、一世帯当たりの世帯人員の推移をみると核家族化の傾向が顕著に表れており、

昭和５５年に３．６６人だったものが、平成１２年では３．０８人、令和２年では 

２．５５人と本圏域内でも確実に核家族化が進んでいます。近年の傾向として、高齢者

の１～２人世帯の増加が大きな要因となっていると考えられます。 
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（資料：国勢調査） 

（資料：国勢調査 ※年齢「不詳」の者を除く） 
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表 市町村別世帯数推移（単位：世帯） 
 昭和 55年 昭和 60年 平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和 2年 

弘前市 56,933 58,921 61,807 66,003 68,296 69,251 70,142 71,152 71,022 

黒石市 10,307 10,673 10,775 11,074 11,637 11,843 11,794 11,770 11,661 

平川市 9,192 9,449 9,556 9,533 9,826 10,074 10,063 10,129 10,049 

藤崎町 4,172 4,228 4,316 4,458 4,626 4,844 4,912 4,942 4,965 

板柳町 4,660 4,693 4,764 4,795 4,828 4,858 4,770 4,680 4,476 

大鰐町 4,267 4,086 4,065 4,021 3,921 3,794 3,648 3,421 3,228 

田舎館村 2,290 2,286 2,287 2,313 2,343 2,402 2,406 2,382 2,401 

西目屋村 655 625 625 615 601 469 570 488 437 

（資料：国勢調査） 

 

（４）圏域の将来推計人口及び将来展望人口 

平成３０年３月に公表された国立社会保障・人口問題研究所の推計結果によると、こ

のまま推移した場合、令和２７年の本圏域人口は平成２７年と比較して１０５，５４７

人（３６．２％）減少するとされています。 

各市町村では、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を作成し、人口減少対策に関す

る各種施策を継続的に実施していくことにより人口減少のスピードを緩和し、将来展望

人口は、将来推計人口と比較し１８，９１０人（１０．２％）増加の２０５，１５２人

を目標としています。 

 

 

 

  平成 22年 平成 27年 令和 2年 令和 7年 令和 12年 令和 17年 令和 22年 令和 27年 

弘前市 
推計人口 183,473 177,411 168,466 160,705 151,287 141,559 131,389 120,920 

展望人口 183,473 177,411 169,667 162,777 155,056 146,573 137,144 127,702 

黒石市 
推計人口 36,132 34,284 31,946 29,741 27,468 25,111 22,704 20,340 

展望人口 36,132 34,284 32,459 30,717 28,944 27,086 25,139 23,238 

平川市 
推計人口 33,764 32,106 30,567 28,238 26,245 24,259 22,213 20,154 

展望人口 33,764 32,106 30,357 28,828 27,461 26,267 25,190 24,051 

藤崎町 
推計人口 16,021 15,179 14,573 13,400 12,460 11,502 10,519 9,522 

展望人口 16,021 15,179 14,330 13,508 12,664 12,110 11,528 10,950 

板柳町 
推計人口 15,227 13,935 12,700 11,214 9,917 8,691 7,521 6,428 

展望人口 15,227 13,935 12,543 11,240 10,030 8,898 7,820 7,078 

大鰐町 
推計人口 10,978 9,676 8,665 7,292 6,225 5,274 4,417 3,649 

展望人口 10,978 9,676 8,791 7,965 7,224 6,543 5,892 5,304 

田舎館村 
推計人口 8,153 7,783 7,326 6,788 6,259 5,712 5,162 4,618 

展望人口 8,153 7,783 7,437 7,098 6,790 6,486 6,184 5,911 

西目屋村 
推計人口 1,594 1,415 1,265 1,088 953 827 717 611 

展望人口 1,594 1,415 1,376 1,244 1,142 1,059 988 918 

圏域合計 
推計人口 305,342 291,789 275,508 258,466 240,814 222,935 204,642 186,242 

展望人口 305,342 291,789 276,960 263,377 249,311 235,022 219,885 205,152 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 

平成27年以前：国勢調査 

令和 2年以降：推計人口；国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（平成30年3月推計） 

            ※令和 2年のみ国勢調査 

       展望人口；各市町村の人口ビジョン 

表 圏域の将来推計人口及び将来展望人口（単位：人） 
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５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症感染拡大を受けて 

 

■ 東日本大震災 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災によって、東日本の太平洋沿岸が全域的

に大きなダメージを受けたことにより、日本海地域への産業の再配置や物流拠点の分散化、

鉄道貨物ルートの重層化などの必要性が再認識されるとともに、交流・物流を含めた社会

基盤の在り方、エネルギー政策の在り方、防災対策の在り方などについて、大きな歴史的

転換点をもたらしました。 

安心・安全な食料、自給できるエネルギーといった観点から、外部環境の変化に大きく

影響されないような地域をつくりあげ、地域の自立や連携を確かなものとし、真に持続可

能な地域の創造につなげていく必要があります。 

 

■ 新型コロナウイルス感染症 

新型コロナウイルス感染症は、令和元年末頃から世界規模での流行が見られ、国内で

も、国の緊急事態宣言の発令に伴う全国的な外出自粛の要請や小・中学校の臨時休業など

社会全体に大きな影響を及ぼし、本圏域においても、各種まつりやイベントの中止、公共

施設の休館、飲食店への時間短縮営業等の協力依頼を行うなど、地域住民の生活や経済に

大きな影響が生じました。 

デジタル技術活用の加速化、ライフスタイルや価値観の変化など、社会情勢が変化する

中で、ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据え、新型コロナウイルス感染症の影響に的

確に対応するために、政策や施策を柔軟に変化させ、圏域全体の活性化に向けて取り組む

必要があります。 

 

今後も、新たな感染症や自然災害など、予想困難な危機が訪れるとの前提に立ち、危機

に際しても圏域全体の活性化に向けた取組を止めることがないよう、社会情勢の変化への

対応力をより一層高めていく必要があります。 

305,342 
291,789 

275,508 
258,466 

240,814 

222,935 
204,642 

186,242 

305,342 
291,789 

276,960 
263,377 249,311 

235,022 
219,885 

205,152 

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

図 圏域合計の将来推計人口及び将来展望人口
推計人口

展望人口
(人）
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平成27年以前：国勢調査 
令和 2年以降：推計人口；国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（平成30年3月推計） 
            ※令和 2年のみ国勢調査 

展望人口；各市町村の人口ビジョン 
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６ 生活機能 

 

（１）産業 

 

本圏域は、戦前戦後を通じて今日まで米とりんごを中心とした農業が発展し、主要な食

料産地としての役割を担ってきました。 

現在の産業構造は、生産額・就業人口とも第３次産業の占める割合が非常に高く、次い

で第２次産業、第１次産業の順となっていますが、第１次産業の比率は全国及び県に比べ

ても高い割合であり、そのほとんどを占める農業は、産業全体に占める比率が年々低下傾

向にあるものの依然として高い水準にあります。 

また、第１次産業から第３次産業の個々の産業は、それぞれが独立しているものではな

く、地域の生産・加工品が産地直売所などを通して、その地域で販売・消費される地産地

消のように、農産物の生産（第１次産業）、食品加工（第２次産業）、流通・販売（第３次

産業）がそれぞれ結びついて活動しています。地域の基幹産業である農業と商業・工業等

の産業間がさらに連携し、地域資源を積極的に活用した付加価値の高い製品の開発が今後

の課題となっています。 

さらに、観光面においても、地域産業を活かした誘客や観光客の増加に伴う販売需要の 

拡大など、他の産業との相乗効果による地域活性化が期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 農業 

農業は、これまで米とりんごを中心に本圏域を支えてきた重要な産業であります。 

しかし、近年、これまで経験したことのない自然災害や新型コロナウイルス感染症の脅

威が経済全般に大きな影を落としており、農業への影響が懸念される状況となっています。

さらに、農業者の高齢化や後継者不足による就業人口の減少といった課題に加え、近年で

は、国内外を問わない産地間競争の激化、「食」の安全・安心や健康志向といった消費者

10.8

18.7

9.8

7.6

10.6

11.3

5.7

4.4

16.0

15.5

2.1

1.8

13.8
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4.0
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青森県

弘前圏域
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606,917人 

138,924人 

農業 建設業 製造業 

運輸・情報通信業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

医療・福祉 公務 

※業種名・数値の表示を一部省略。 

図 就業人口構成 

（資料：平成 27年国勢調査） 

農業 製造業 建設業 卸売・小売業 

電気・ガス・水道業 金融・保険業 

不動産業 

運輸・情報通信業 

その他 公務 

図 総生産の経済活動別構成 

※業種名・数値の表示を一部省略。税等を控除している。 （資料：平成 30年度市町村民経済計算） 

8,456億円 

4兆 3,744億円 

保健衛生・社会事業 

その他 
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ニーズの多様化などに対応するため農業経営の効率化・高度化による生産性の向上、販路

開拓など農業収益の拡大が喫緊の課題となっています。 

また、弘前市・西目屋村地域において、有害鳥獣による農作物被害が後を絶たず、特に

猿の被害は深刻な状況にあり、両地域が連携して対策を講じていく必要があります。 

さらに、国土や自然環境の保全などの多面的機能の発揮、農地・水・担い手等の生産要

素の確保などが求められており、農業を取り巻く課題は農業という産業の枠組みを越え、

その解決には農業を支える地域全体の活性化が不可欠になっています。 

 

 

 

 

 

 

年度 弘前市 西目屋村 

平成２８年度 

・ハンターによる追い払い及び捕獲 
・鳥獣駆除用煙火取扱い講習会の実施 
・電気柵の設置 
・猟銃所持許可・狩猟免許の取得経費補助 
・ロケット花火無償提供 
・箱わな等の捕獲機材の導入 
・捕獲奨励金制度の実施 
・テレメトリー発信器の取り付けによる群れ
の行動域等の調査 

・巡視員による追い払い及び捕獲 
・電気柵修繕資材無償提供 
・猟銃所持許可・狩猟免許の取得経費補助 
・ロケット花火無償提供 
・捕獲奨励金制度の実施 
・センサーカメラ(村所有)による鳥獣出没状況
把握 

・猟友会による一斉捕獲の実施 
 

平成２９年度 

・巡視員による追い払い及び捕獲 
・電気柵修繕資材無償提供 
・簡易電気柵及び電気部品の更新に対する補助 
・猟銃所持許可・狩猟免許の取得経費補助 
・ロケット花火無償提供 
・捕獲奨励金制度の実施 
・センサーカメラ(村所有)による鳥獣出没状況
把握 

・猟友会による一斉捕獲の実施 
 

平成３０年度 
 

令和 元年度 
 
令和 ２年度 

・ハンターによる追い払い及び捕獲 
・鳥獣駆除用煙火取扱い講習会の実施 
・電気柵の設置 
・猟銃所持許可・狩猟免許の取得経費補助 
・ロケット花火無償提供 
・箱わな等の捕獲機材の導入 
・捕獲奨励金制度の実施 
・テレメトリー発信器の取り付けによる群れ
の行動域等の調査 

・GPS発信器の取り付けによる群れの行動域
等の調査 

・巡視員による追い払い及び捕獲 
・電気柵修繕資材無償提供 
・簡易電気柵及び電気部品の更新に対する補助 
・猟銃所持許可・狩猟免許及びライフル銃所持
許可の取得経費補助 

・ロケット花火無償提供 
・捕獲奨励金制度の実施 
・センサーカメラ(村所有)による鳥獣出没状況
把握 

・猟友会による一斉捕獲の実施 

 

■ 工業 

本圏域の工業は、リーマンショックの影響が落ち着いた平成２３年以降、平成２９年ま

で製造品出荷額等の増加傾向が続き、経済の発展に寄与してきました。 

一方で、東日本大震災や全国各地での豪雨や台風といった自然災害、米中貿易摩擦、新

型コロナウイルス感染症の拡大など、国内経済に影響を及ぼす予期せぬ事態が続いており、

令和２年の東北６県における工場等の立地件数及び立地面積が昭和４２年の調査開始以

来、最少となりました。 

また近年においては、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う巣ごもり需要等の拡大に

表 弘前市及び西目屋村の猿による農作物被害の状況 （単位：千円） 

表 弘前市及び西目屋村の主な猿対策事業 

（資料：青森県食の安全・安心推進課まとめ） 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 
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よる物流の需給逼迫や、製造・販売事業者等による廃プラスチックの再資源化など環境保

全に対する取組、生産性向上等に対応するためのデジタル化の必要性など、製造業を取り

巻く環境の変化が大きな影響を与えるとともに加速化していくことが予想されます。 

このような環境の変化に対応していくためにも、立地可能な用地への誘致活動のほか、

各市町村の空き物件などの情報収集による受け皿の確保に加え、立地環境や事業者のニー

ズに応じた優遇制度の整備を実施し、これらの積極的な PRを進めていく必要があります。 

 

■ 商業・サービス業 

経済センサス及び商業統計調査によると、本圏域における商店数は、昭和６０年以後減

少傾向に転じたまま、少子高齢化やインターネット販売の隆盛による消費構造の変化など

を受け、依然、減少傾向に歯止めがかかっていない状況が続いています。また、従業者数

についても、平成１９年調査以降は減少に転じ、雇用機会が狭まっており、住民の生活を

支える商業機能が年々弱くなりつつあります。中心市街地や商店街など既存の商業集積地

においても空き店舗の増加が進み、かつてのにぎわいを失っている状況ですが、各市町村

において効果的な対応策を見出せず、苦慮しています。 

このため、消費者ニーズの変化への対応や、観光分野と連携した交流人口の増加による

消費向上など、商業者や各種団体、行政等が一体となった積極的な取組を、引き続き進め

ていく必要があります。 

 

■ 観光 

本圏域は、歴史的文化遺産や四季それぞれのまつりを有する弘前市をはじめ、各市町村

とも特徴的な観光資源を抱えています。 

車社会化や個性的余暇利用、高速交通体系の整備などにより、観光地への遠隔地移動が

容易になるとともに、平成２２年１２月の東北新幹線新青森駅開業により、首都圏からの

アクセスが大きく向上しました。 

近年の観光に対する国民的志向は、単に観光地を巡る「見る」観光から、旅行先で「体

験・滞在する」観光へと変化していることから、本圏域においても、自然や四季の移ろ

い、安全・安心な農産物、地域文化・生活文化、歴史などの地域資源などを訪問者に全身

で満喫してもらう新しい観光の形としてグリーン・ツーリズムを推進するとともに、コン

ベンション誘致による都市型ツーリズムの展開も考えていかなければなりません。 

また、ウィズコロナ・ポストコロナ時代の新しい生活様式や観光ニーズに訴求するため

に、これまでの観光戦略を再構築するとともに、本圏域に潜在、顕在する観光素材の掘り

起こしと磨き上げ等を引き続き行い、マイクロツーリズムを推進する必要があります。 

そのため、弘前市をはじめとした本圏域の各市町村は津軽地域をマネジメントエリアと

して設立された地域連携DMO（一般社団法人Clan PEONY津軽）へ参画しており、広域的な

観光振興に積極的に取り組んでいます。 

さらに、令和５年に世界自然遺産登録３０周年を迎える白神山地などの自然景観をはじ

め、当地域の都市景観、農村景観などを効果的に保全・創造し、美しい景観づくりを推進

していく必要があります。 

併せて、当地域の課題である冬季観光についても、ひとつの資源として活用を進め情報

発信していく必要があります。  

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 
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（２）医療 

 

本圏域における医療施設、医療従事者及び病床数は、人口１０万人比でいずれも県平

均を上回っており、医療サービスの水準は全般的に高く、弘前大学医学部附属病院を核

とした医療施設群は、津軽一円、青森県及び北秋田地域を含めた広域医療の中核として

の役割を担っています。 

救急医療については、初期救急への対応として、昭和６２年４月に、休日と夜間の小児

科と内科による「弘前市急患診療所」を弘前総合保健センター内に設置しており、平成  

２７年１０月から休日の外科診療も実施しているほか、休日在宅医療として、内科、眼科、

耳鼻いんこう科、歯科を実施しています。また、弘前市内の病院で輪番制方式により第二

次救急医療を実施するとともに、平成２２年７月に、第三次救急医療施設として弘前大学

医学部附属病院高度救命救急センターが開設され、救命措置が必要な重篤な患者への医療

を担っており、全世代に対応した救急医療提供体制を確保してきました。 

令和４年度からは、青森県地域医療構想を踏まえた、圏域の中核病院である弘前総合

医療センターの整備により、これまで体制の維持が課題となっていた第二次救急医療体

制の再構築が図られたところですが、安定した医療提供体制を維持していくためには、

圏域全体での一層の連携を図る必要があります。また、民間医療機関における医師の高

齢化等による、救急対応を担う医師の確保が課題となっており、弘前大学医学部附属病

院や医師会をはじめとした関係医療機関等の協力のもと、救急医療体制の維持を図って

いく必要があります。 

 

 

 

（３）福祉 

 

■ 児童福祉 

近年、子どもを巡るさまざまな問題が深刻化するなか、子どもの自主性や社会性を育み、

心身共に健全に育成していくためには、遊びの場の整備や遊び活動の充実、非行防止のた

めの指導・相談体制の充実などを図り、家庭、学校、地域、企業、行政等が連携・協力し、

社会全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくりが重要となっています。 

また、急速な少子化の進行に歯止めをかけるためには、さまざまなニーズを持つ子育て

家庭に適切な支援をすることが重要であり、ワーク・ライフ・バランスの実現による仕事

（資料：令和元年青森県保健統計年報） 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 

表 病院・一般診療所・医師の状況 
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と子育ての両立支援や、地域社会全体で子育てを見守り、支え合う体制を整えるなど、安

心して子どもを産み育てることができる環境づくりに取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 高齢者福祉 

急速な高齢化が全国的に進行しており、本圏域においても６５歳以上人口の割合は、令

和２年国勢調査の結果では約３０％に及び、確実に高齢化が進んでいる状況であり、介護

の問題が老後の最大の不安要因となっています。 

介護を社会全体で支え、利用者の希望を尊重した総合的なサービスが安心して受けられ

るよう、平成１２年４月１日から介護保険制度が始まりましたが、本圏域では、制度開始

に先立って、津軽広域連合において、要介護状態区分の判定を行う介護認定審査会を設置

しており、圏域の審査判定業務を一括して行っています。 

高齢者福祉対策は、国・県・市町村などが一体となって推進していかなければなりませ

んが、高齢者が「できない」ことより「できる」ことに目を注ぎ、可能性を十分に発揮で

きるような機会を提供していくことが重要であります。また、社会参加促進のため、高齢

者が安心して生活できるようなまちづくりに取り組んでいく必要があります。 

また、少子高齢化の進行や高齢者世帯の核家族化などに伴い、地域コミュニティの希薄

化による地域の支え合いの低下が懸念されている中、認知症高齢者の増加や知的・精神障

がい者の親亡き後に関連する対応も求められています。認知症高齢者や障がいのある人が

地域から孤立することなく、住み慣れた地域で安心して、誰もがその人らしく暮らすこと

ができるよう、成年後見制度を含む権利擁護支援の必要性が高まっています。 

 

（４）教育 

 

■ 義務教育 

近年、少子化による学校規模の縮小化が進む中、市街地の伸展に伴う人口移動によって、

市街地周辺の一部の学校では児童生徒数の増加が見受けられる一方、市街地中心部・農村

部では減少傾向が顕著であり、圏域全体においては今後、大幅な生徒数の減少が見込まれ

ており、通学区域の改編や学校の統廃合に伴う校舎の増改築などについて、具体的な検討

が必要となっています。 

グローバル化の進展や絶え間ない技術革新等により、社会構造や雇用環境などが大きく、

また急速に変化する予測困難な時代にあって、学校教育おいては、子供たちが様々な変化

に積極的に向き合い、他者と協働して課題を解決していくことや、様々な情報を見極め、

表 幼稚園等の施設数及び在籍児童数の状況 

（作成：弘前市企画課 令和 3年 4月 1日現在） 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 

施設数 在籍児童数 施設数 在籍児童数 施設数 在籍児童数 施設数 在籍児童数 施設数 在籍児童数 施設数 在籍児童数

弘前市 7 358 30 2,300 39 2,509 12 286 (3) (166) 88 5,453

黒石市 1 16 12 745 4 238 -       -           -       -           17 999

平川市 1 18 10 790 3 207 1 7 (1) (7) 15 1,022

藤崎町 1 9 3 306 3 215 -       -           -       -           7 530

板柳町 -       -           2 168 3 174 -       -           -       -           5 342

大鰐町 -       -           1 96 2 105 -       -           -       -           3 201

田舎館村 -       -           1 93 2 140 1 20 -       -           4 253

西目屋村 -       -           -       -           1 31 -       -           -       -           1 31

圏域計 10 401 59 4,498 57 3,619 14 313 (4) (173) 140 8,831

認可外保育施設※ (※うち企業主導型保育施設) 計
区分

幼稚園 認定こども園 保育所



 

 

- 20 - 

 

（資料：令和 2年度学校基本調査） 

知識の概念的な理解や情報の再構成により新たな価値につなげていくこと、複雑な状況変

化の中で自らの目的を再構築することができるようにすることが求められています。 

少子高齢化や核家族化の進行、地域の連帯感の希薄化など地域社会が変化するなか、地

域の教育力の低下が懸念されており、学校・家庭・地域社会などさまざまな主体が連携し

ながら、地域が一体となって地域の教育力を高めるとともに、地域に暮らす人々が、子ど

もたちの教育活動や社会参加活動に関わり、結果として魅力ある地域づくりへとつながる

ようなネットワークの構築などを推進する必要があります。 

 

 

 

■ 高等教育 

本圏域は、弘前大学をはじめとする高等教育機関が集積し、青森県のみならず北奥羽の

学術拠点となっています。 

その中心である弘前大学は、平成１６年４月から国立大学法人へ移行されたことに伴い、

教育研究や地域貢献等への柔軟な対応が求められています。本圏域としても、長期的展望

に立った弘前大学の発展のため、強固な連携体制を築く必要があります。 

また、各高等教育機関が持つ研究成果などの知的資源及び学生などの人的資源を地域社

会に活かすために、本圏域に所在する５つの高等教育機関により構成されている「大学コ

ンソーシアム学都ひろさき」との連携を推進していく必要があります。 

 

 

 

 

（５）文化 

 

■ 文化財 

本圏域には、長い歴史の中で、今日まで保存継承されてきた有形・無形の数多くの文化

遺産があり、国指定文化財等が１１２件、県指定文化財が８８件、市町村指定が３２５件

となっています。（令和３年度青森県の文化財保護行政） 

しかし、生活様式の近代化等により環境が著しく変化し、遺跡や歴史的建造物、風習等

が失われていくことが懸念されます。 

貴重な観光資源でもある文化財に対する住民の理解と保護意識高揚のためには、身近な

存在として感じてもらえる施策の展開、情報発信に努める必要があります。 

そして、保存継承はもとより、積極的に活用・公開することが必要となっています。 

表 小中学校数・学級数・児童・生徒数の状況 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 

※大学コンソーシアム学都ひろさき 
 高等教育機関のさらなる魅力と質の向上を高めるとともに、教育・文化・観光産業・医療の振興などの分野を通じて、地域の
自立と発展に向け一層の貢献を図っていくことを目指し、市内の 6高等教育機関の連携により平成 19年 10月 22日に「学園都
市ひろさき高等教育機関コンソーシアム」として設立された組織。平成 29年 4月に現在の名称へ変更。令和 3年 4月に構成大
学であった東北女子大学及び東北女子短期大学が柴田学園大学となったため、現在は 5高等教育機関により構成されている。 
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■ 芸術・文化 

芸術・文化は、人々の活力や創造力の源泉となり、生き生きとした暮らしに不可欠なも

のです。本圏域では、各種文化施設を拠点として数多くの芸術文化団体が活発な活動を展

開し、地域文化の向上に努めています。文化の担い手は住民であるため、活動団体への支

援や実技講座の拡充を図るなど、新たな地域文化の創造に努めていく必要があります。 

 

（６）環境 

 

■ 生活環境 

○ 上水道は、昭和６３年１１月から浅瀬石川ダムを水源とする津軽広域水道企業団が給

水を開始し、平成７年には久吉ダム広域水道事業が完了し、給水を開始しています。 

現在稼動中の津軽ダムには、岩木川流域に広がる津軽平野の治水、かんがい用水・水

道用水・工業用水の供給、発電という大きな役割が期待されています。 

○ 下水道は、汚水処理施設の整備が年々向上し、青森県全域の整備率と比較しても整備

が進んでいる状況にあります。 

岩木川の水質を保全しつつ生活環境を改善するため、岩木川中流部の６市町村の汚水

を広域的に処理する岩木川流域下水道事業が、昭和５４年に採択され事業が進められて

きましたが、平成２年度に５町村を追加し、現在は８市町村（合併後の市町村数）で事

業を進めています。また、昭和６２年度に下水道の中心施設である岩木川浄化センター

が完成し、供用を開始しています。弘前市の下水処理場は、平成２７年４月に岩木川浄

化センターへ統合し、汚水を一元化処理しています。 

今後とも、各市町村の下水道整備は、岩木川流域下水道事業との連携強化が重要とな

っています。 

○ ごみ処理のため圏域内には、弘前市を中心とする弘前地区環境整備事務組合（構成６

市町村）と黒石市を中心とする黒石地区清掃施設組合（構成５市町村）の２つの一部事

務組合があり、広域処理を行っています。 

今後、人口減少や既存施設の老朽化に伴う維持更新コスト増大が予想される中、効率

的・安定的にごみ処理を行うため、令和元年１０月に「津軽地域ごみ処理広域化協議会」

（資料：令和 3年度青森県の文化財保護行政） 

表 文化財の指定状況 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 
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が設置され、令和８年度からの広域化を目指し、弘前地区環境整備事務組合と黒石地区

清掃施設組合の統合の協議が進められています。 

○ し尿及び浄化槽・農業集落排水汚泥は、下水道の普及や人口減少により減少していく

ものと思われますが、今後も一定量の発生が見込まれます。これまで弘前地区環境整備

事務組合、黒石地区清掃施設組合がそれぞれ処理を行ってきましたが、両組合の処理施

設の老朽化や処理能力の低下に伴う更新時期に合わせ、MICS事業（汚水処理施設共同整

備事業）として、県の岩木川浄化センター内に「し尿等希釈投入施設（名称：津軽広域

クリーンセンター）」を建設し、平成２７年１０月から圏域内のし尿等を共同処理してお

り、広域的集約処理による汚水処理事業の効率化や施設管理・運営等の経費削減に寄与

しています。 

○ カラスによるごみの食い散らかしについては、集積ボックス設置や防鳥ネットの普及

により減少していますが、道路のふん害など市内の環境美化への影響は、特に冬季に問

題となっていて、LED ライトによる追い払いなどを行っているものの、決定的な対策と

なっていません。 

  近年、個体数は減少傾向にありますが、弘前大学による GPSを装着した行動域調査の

実施や圏域全体での収穫残さの回収の徹底を周知していくことにより、個体数のさらな

る減少につながることが期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 適正に管理されていない空き家及び空き地は、防犯、防災、衛生、景観、安全を阻害

するなど、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしておりますが、人口減少や少子高齢化

の進行等を背景に、全国的に空き家及び空き地が年々増加しており、本圏域においても

共通する課題となっています。 

年度 事業内容 年度 事業内容 

平成25年度 

～ 

平成28年度 

・ごみ集積ボックス設置費補助 
・箱わなによるカラス捕獲 

・ごみ集積所への黄色防鳥ネット設置 
・高層建物等設置用テグスの提供 
・追い払い道具（LEDライト）の貸出 

・糞清掃用具の提供 
・カラス対策連絡協議会の開催 令和元年度 

令和２年度 

・ごみ集積ボックス設置費補助 
・箱わなによるカラス捕獲 

・ごみ集積所への黄色防鳥ネット設置 
・高層建物等設置用テグスの提供 
・追い払い道具（LEDライト）の貸出 

・糞清掃用具の提供 
・カラス対策連絡協議会の開催 
・カラスにGPS装着し行動調査 

・農作物や果実の収穫徹底お願いの周知 

平成29年度 

平成30年度 

・ごみ集積ボックス設置費補助 

・箱わなによるカラス捕獲 
・ごみ集積所への黄色防鳥ネット設置 
・高層建物等設置用テグスの提供 

・追い払い道具（LEDライト）の貸出 
・糞清掃用具の提供 
・カラス対策連絡協議会の開催 

・鷹匠によるカラスの追払い 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 

表 弘前市におけるカラスの状況 

 

表 弘前市の主なカラス対策事業 

（資料：弘前市調査データ） 

（単位：羽） 
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  安心して暮らせる生活環境確保のため、圏域市町村や関係事業者等が連携して、空き

家及び空き地の利活用や予防に、継続的に取り組む必要があります。 

○ 消費者を取り巻く生活環境は、高齢世帯の増加やインターネット、SNS の利用拡大な

どの進展等により目まぐるしく変化しています。 

  近年では、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、消費者の不安に付け込んだ詐欺

等の被害も報告されており、また、令和４年度から施行される１８歳への成年年齢引き

下げに伴い、若年層の消費者被害が懸念されるなど、消費者と事業者とのトラブルは、

今後ますます複雑化・高度化することが予想されます。 

  本圏域では、地域住民の安全・安心な消費生活を確保するため、弘前市市民生活セン

ターを圏域の消費生活相談窓口として活用し、広域的な情報の収集と共有により消費者

被害の未然防止や早期解決を図っており、引き続き地域住民や関係機関との連携を深め

ながら、被害防止や自立した消費者の育成に向けて取り組んでいく必要があります。 

 

■ 自然環境 

本圏域は、津軽のシンボル岩木山をはじめ、世界自然遺産である白神山地、南八甲田等

から連なる豊かな森林地帯に囲まれており、その輪の中に、岩木川水系の河川が潤す水田、

りんご園が広がる豊かな自然環境に恵まれています。 

一方、年間の平均気温の上昇や酸性雪の確認など、本圏域においても地球規模の環境問

題の影響が危惧されています。 

自然環境は貴重な資源であり、よりよい環境を次世代に継承していくことは、今生きて

いる私たちの義務であることから、この豊かな自然環境を保護するとともに自然環境に配

慮した活用を図って、自然と人間が調和した環境を整備していく必要があります。 

 

（７）地域防災 

 

本圏域は、岩木山、白神山地、南八甲田等の山地に囲まれ、その中を、岩木川、浅瀬石

川、平川などの大小の河川が貫流しています。 

その環境は、圏域住民に潤いを与える反面、水害や土砂災害などによる被害を受ける可

能性が常にある地域であることを示しています。 

過去には、昭和３３年、５０年、５２年の岩木川、土淵川、寺沢川などの水害や急傾斜

地区等の土砂災害のほか、平成３年の台風第１９号、平成１６年度、１７年度の豪雪など

様々な災害に見舞われています。 

昭和５８年５月２６日の日本海中部地震では、弘前市で震度５を観測し、圏域の建物等

が被害を受けました。 

国等の各機関の研究によると、今後も太平洋沖、日本海沖の地震発生が想定されており、

本圏域においても大きな被害を受ける可能性は十分にあると思われます。 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、停電や流通経路等の被災により生活

物資の供給量が著しく低下するなど、圏域住民の生活や経済活動にも大きな影響を及ぼし

ました。この震災は、我が国の防災対策等を根本的に見直す転換点となった災害であり、

私たちに自然の脅威を知らしめるとともに、避難、情報収集・伝達や備蓄体制などの課題

を突き付け、あらゆる災害に常に備えておく体制が不可欠であることを改めて実感させら

れました。 

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 
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今後は、本圏域に多くの被害をもたらした過去の風水害、土砂災害、雪害などからの教

訓に加え、東日本大震災において課題となった情報収集・伝達体制や避難体制の充実強化、

備蓄体制の整備に努める必要があります。 

また、行政が主体の「公助」のほか、自分の命は自分で守る「自助」、自分たちの地域は

自分たちで守る「共助」がそれぞれの役割をしっかりと担いつつ相互に連携・協働した防

災・減災対策を進め、災害によるリスクの小さい圏域を創出していかなければなりません。 

 

７ 結びつきやネットワーク 

 

（１）交通ネットワーク 

■ 鉄道 

圏域内を通る鉄道は、JR奥羽本線及び五能線と弘南鉄道大鰐線及び弘南線があります。 

JR奥羽本線・五能線は、青森市～本圏域～秋田方面を結ぶ重要な輸送幹線であるため、

長年にわたり機能強化や利便性・快適性の向上を要望しております。その結果、令和２

年１２月から五能線の全ての列車と奥羽本線の一部列車に新型車両が導入されているほ

か、令和５年以降に奥羽本線（青森駅～弘前駅）において交通系 ICカード Suicaの利用

が可能となる動きがありますが、さらなる利便性・快適性の向上が求められております。 

また、平成２８年３月には北海道新幹線が開業し、本県と道南地域が最速５７分で結

ばれるなど、道南のみならず首都圏からの時間短縮により、訪日外国人を含めた観光や

ビジネス等、様々な分野での交流人口の拡大が期待されていることから二次交通の充実

が強く求められておりますが、JR奥羽本線・五能線は、強風や豪雪によるダイヤの乱れ

が多く、新幹線へのアクセス等の利便性・快適性向上や安定輸送の確保を求める声があ

ります。 

このことから、JR両線の災害に備えた機能向上、スムーズな乗り継ぎの確保などを図

るために、その実現手法の検討や利用意識の醸成に向けて、地域と JRが連携して取り組

んでいく必要があります。 

弘南鉄道は、圏域中心都市である弘前市とのアクセス手段に大きな役割を果たしてい

ますが、モータリゼーションや少子化の進展、人口減少に伴い、利用者が減少している

ことから、ほかの公共交通機関との連携による利便性向上や地域と協働した利用意識の

醸成に取り組んでいく必要があります。 

 

■ バス 

圏域内のバス路線については、圏域内の大部分を弘南バスがカバーしております。 

圏域内における路線バス利用者は、モータリゼーションや少子化の進展、人口減少に伴

い、長期にわたって減少が続いており、現状の公共交通体系を維持することが困難となっ

ております。 

このため、交通弱者の生活交通の確保のほか、まちづくりと連携した持続可能で効果的

かつ効率的な圏域内公共交通網の再構築や利用促進に向けて、公共交通事業者と連携し取

り組んでいく必要があります。 
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（２）移住・定住 

 

■ 婚活支援 

近年、急速な少子高齢化が全国的に進行する中、平均初婚年齢および平均出生時年齢が

年々上昇し、１人の女性が生涯に生む子供の数が減少する一方、生涯未婚率が上昇し、人

口減少は今後ますます加速していくものと推計されています。 

未婚化・晩婚化の背景には、若年層の結婚観やコミュニケーションのあり方の変化、ま

た経済・雇用面の課題等が複合的に絡み合っていると言われていますが、その一つに、以

前は職場や地域が果たしてきた異性との出会いの場としての機能が薄れたことにより、結

婚意欲はあるものの出会いの機会に乏しい独身男女が増加しているため、地域全体で支援

する体制の整備が求められています。 

具体的には、弘前圏域住民を対象にお見合い支援を行う「ひろさき広域出愛サポートセ

ンター」の運営や、出会いの場を提供するイベントの開催など、スケールメリットを活か

した効果的な婚活支援を圏域全体で展開し、より多様な出会いの場を創出して成婚の促進

及び定住人口の増加を図る必要があります。 

 

       (歳)          図 平均初婚年齢の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：令和 2年人口動態統計） 

 

                表 婚姻件数及び婚姻率（人口千人当たりの婚姻件数） 

 
平成 26年 令和元年 

婚姻件数(件) 婚姻率 婚姻件数(件) 婚姻率 

弘前市 769   4.3 657   3.9 

黒石市 120   3.5 96   3.0 

平川市 122   3.7 95   3.1 

藤崎町 63   4.1 51   3.5 

板柳町 52   3.6 39   3.0 

大鰐町 25   2.5 25   2.9 

田舎館村 28   3.5 24   3.2 

西目屋村 2   1.3 -   - 

圏域計 1,181   4.0 987   3.5 

（資料：令和元年青森県保健統計年報） 
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■ 移住・定住の促進 

全国的な人口減少社会を迎え、圏域市町村においても人口減少が課題となっています。

こうした中、圏域市町村への移住相談者の中には弘前圏域を対象に移住先を検討している

方も多く、圏域全体での連携した取組の必要性が高まってきています。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行をきっかけに、地方への回帰志向の高まりが見

られてきていることから、移住を検討している人への積極的なアプローチが求められてい

ます。 

全国の多くの市町村が移住対策に取り組む中で、圏域外からの移住を促進するため、圏

域市町村が連携して、移住者を受け入れる態勢を構築するとともに、圏域の魅力や優位性

等を一体となって PRし、移住・定住につなげていく必要があります。 

 

８ 地域づくりを担う人材育成 

 

（１）住民活動及び協働 

 

少子高齢化が進行する中で、防災・防犯や雪対策など地域が抱える課題に対する行政主

導体制の限界や、厳しい財政下における住民ニーズの多様化・複雑化・拡大化などを背景

に、地域住民相互の協力や、地域と行政が役割や機能を分担しながら、協働して課題解決

へ取り組むことが強く求められています。 

こうした状況の中で、地域における生活上の様々な共通課題について、地域住民自らが、

相互に協力しあい、連帯して解決していこうとする活動が出てきています。このような地

域づくりの動きは、町会や自治会のコミュニティ組織だけではなく、自主活動グループ・

NPO（民間非営利組織）やサークルなどの活動を通じて、生活・生産・教育・文化・芸術活

動などあらゆる分野に及び、コミュニティビジネスへの展開もみられます。また、町会に

ついては、これまで、地域の自治意識のかん養のみならず、行政運営の一翼を担っており、

行政と住民のコミュニケーションを円滑にするパイプ役として大きな役割を果たしてきま

した。 

しかしながら、近年は、少子高齢化・核家族化に加え、住民活動の多様化・広域化など

により、地域住民同士のつながりも希薄になっていることから、住民の地元行事などへの

参加がなかなか進まない状況にあります。このことから、町会やボランティア、NPO活動

などへの理解と参加を促進するため、社会参加がしやすい環境の整備を図ることが課題と

なっています。 

住民との協働によるまちづくりを推進していくためには、住民との対話や情報の共有化

により、住民の行政への参加意識の高揚を図り、地域活動、コミュニティ活動を推進する

ための取組が必要です。 

さらに、これを実現するためには、行政職員の意識改革や地域の人材の発掘や育成が重

要であり、地域のさまざまな課題解決を図るためには、関係する広域での取組を視野に入

れた人材の育成とそのネットワーク化による効果的な取組を工夫する必要があります。  

第Ⅱ章 圏域の現状及び課題 
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第Ⅲ章 圏域の将来像 

 

 

急速な人口減少、少子化、高齢化など、極めて厳しい未来が圏域に訪れようとし

ています。 

千年に一度の大災害といわれている東日本大震災、また、世界規模での流行が見

られた新型コロナウイルス感染症は、これからの国の在り方、地域の在り方、そし

て私たちの生活の在り方を改めて見つめ直す転換点をもたらしました。 

 

世界自然遺産白神山地、秀峰岩木山は、清らかな“水”を運び、美しい山々の懐

に抱かれた津軽平野は、肥沃な“大地”をひろげています。 

四季の魅力あふれる気候・風土は、豊かな“人材”を育み、先人たちの英知と努

力により、この地に重厚な歴史と、優れた伝統、文化を築き上げました。 

津軽の地で培われた豊かな財産は、今もなお地域の発展を支え、導き、私たちと

共に生き続けています。 

苦難を乗り越え、突き付けられた課題を解決するためのフィールドが白神の恵み

を受けたこの地なのです。 

 

先人が残した財産をさらに磨き上げ、かけがえのない故郷を一人一人がしっかり

と受け継ぎ、愛と誇りをもって、次の世代へ着実に引き継ぐことが私たちの使命です。 

 

私たちの未来は与えられたものではなく、私たちが創り出していくものです。 

 

・ 再生可能エネルギーの利用をすすめ、美しく豊かな自然と水を守り、りん

ごをはじめとする農産物の価値を高め、自然災害や社会経済情勢などの外

部環境の変化に惑わされない圏域の形成を目指します。 

・ 産学官金の連携をさらに強め、研究機関や実証実験施設の誘致を行い、産

業の育成を目指します。 

・ 魅力あふれる観光都市や、世界遺産を携える地域などとの重層的な連携

を目指します。 

・ 働きながらでも、安心して子どもを産み、子どもとのふれあいを大切にし

て育てられる環境づくりを目指します。 

・ 高齢者が持つ豊かな知識と経験を活かし、生涯現役で活躍できる社会を目

指します。 

・ 人口減少に汲々
きゅうきゅう

とせず、それを受け止めながら、魅力あふれるまちづく

りを目指します。 

・ 教育や文化の厚みを背景に、物質的な豊かさにとらわれない幸せと生きが

いを感じる、新たなライフスタイルを創り出していきます。 
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弘前圏域の将来像 

第Ⅲ章 圏域の将来像 

生活機能

の強化

圏域マネジ
メント能力
の強化

結びつきや
ネットワーク

の強化

・地域資源を活かした外部環境の変化に惑わされない圏域の形成 

・産学官金連携の強化と研究機関等の誘致による産業の育成 

・魅力あふれる観光都市や世界遺産を携える地域との連携 

・働きながらでも安心して子どもを産み育てられる環境づくり 

・高齢者が生涯現役で活躍できる社会 

・人口減少に汲 々
きゅうきゅう

としない魅力あふれるまちづくり 

・物質的な豊かさにとらわれない新たなライフスタイルの創出 

連 携 し た 取 組 

 

 
・医療 ・福祉 ・教育 

・土地利用 ・産業振興 

このほか、ごみ処理、し

尿処理など従来から連携

してきた取組 

・地域公共交通 

・ICTインフラの整備 

・交通インフラの整備 

・交流・移住促進 

など 

・人事交流 

・人材の確保 

・人材の育成 

など 

生活機能の強化 結びつきやネットワークの強化 圏域マネジメント能力の強化 

◆  弘前圏域の将来像を実現するために  

定住自立圏全体の活性化を通じて人口定住を図るという観点から、さまざまな

具体的取組についての連携を目指します。  

特に、「集約とネットワーク」の考え方を基本として、以下の３つの視点か

ら、人口定住のために必要な生活機能を確保していきます。 
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291,789 

276,960 

263,377 

249,311 

235,022 

219,885 

205,152 

291,789 

275,508 

258,466 

240,814 

222,935 

204,642 

186,242 

150,000人

200,000人

250,000人

300,000人

平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

圏域人口(目標) 圏域人口(社人研)

◆ 圏域の将来人口 

弘前圏域の総人口は、平成３０年３月に公表された国立社会保障・人口問題研究所（以下、

社人研）の推計結果によると、令和２７年には１８６，２４２人になるとされています。 

弘前圏域では、本共生ビジョンにおける協定に基づき推進する具体的取組の実施により、

定住自立圏全体の活性化を通じて人口定住を図るとともに、各市町村における「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」に基づく各種施策を継続的に実施することにより、人口減少のスピー

ドを緩和し、令和２７年の弘前圏域における総人口は、社人研の将来推計人口と比較し 

１８，９１０人（１０．２％）増加の２０５，１５２人を目標とします。 

また、婚活支援や子育て支援、雇用環境の改善に連携して取り組み、令和２７年には、 

１５歳未満である年少人口の割合を社人研が推計する８．４％から２．３ポイント増加させ、

１０．７％を目標とします。 

 

【将来人口】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27年 令和 2年 令和 7年 令和 12年 令和 17年 令和 22年 令和 27年 

弘前市 
社人研 177,411 168,466 160,705 151,287 141,559 131,389 120,920 

目 標 177,411 169,667 162,777 155,056 146,573 137,144 127,702 

黒石市 
社人研 34,284 31,946 29,741 27,468 25,111 22,704 20,340 

目 標 34,284 32,459 30,717 28,944 27,086 25,139 23,238 

平川市 
社人研 32,106 30,567 28,238 26,245 24,259 22,213 20,154 

目 標 32,106 30,357 28,828 27,461 26,267 25,190 24,051 

藤崎町 
社人研 15,179 14,573 13,400 12,460 11,502 10,519 9,522 

目 標 15,179 14,330 13,508 12,664 12,110 11,528 10,950 

板柳町 
社人研 13,935 12,700 11,214 9,917 8,691 7,521 6,428 

目 標 13,935 12,543 11,240 10,030 8,898 7,820 7,078 

大鰐町 
社人研 9,676 8,665 7,292 6,225 5,274 4,417 3,649 

目 標 9,676 8,791 7,965 7,224 6,543 5,892 5,304 

田舎館村 
社人研 7,783 7,326 6,788 6,259 5,712 5,162 4,618 

目 標 7,783 7,437 7,098 6,790 6,486 6,184 5,911 

西目屋村 
社人研 1,415 1,265 1,088 953 827 717 611 

目 標 1,415 1,376 1,244 1,142 1,059 988 918 

圏域合計 
社人研 291,789 275,508 258,466 240,814 222,935 204,642 186,242 

目 標 291,789 276,960 263,377 249,311 235,022 219,885 205,152 

平成 27年：国勢調査 

令和 2年以降：社人研；国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（平成 30年 3月推計） 

           ※令和 2年のみ国勢調査 

       目 標；各市町村の人口ビジョン 
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（単位：人） 
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平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

年少人口(目標) 年少人口(社人研)

【年少人口の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

平成 27年 令和 2年 令和 7年 令和 12年 令和 17年 令和 22年 令和 27年 

弘前市 
社人研 11.0% 10.5% 9.8% 9.4% 9.0% 8.7% 8.4% 

目 標 11.0% 10.3% 9.9% 9.6% 9.4% 9.1% 8.8% 

黒石市 
社人研 11.3% 10.1% 10.2% 9.7% 9.2% 8.9% 8.6% 

目 標 11.3% 9.7% 10.0% 10.3% 10.4% 10.2% 10.0% 

平川市 
社人研 11.3% 10.7% 10.7% 10.3% 10.0% 9.7% 9.5% 

目 標 11.3% 10.6% 11.0% 11.7% 12.3% 13.1% 13.8% 

藤崎町 
社人研 11.9% 11.5% 11.2% 10.9% 10.4% 10.1% 9.6% 

目 標 11.9% 11.5% 11.9% 12.3% 12.8% 12.9% 13.5% 

板柳町 
社人研 10.7% 9.5% 9.2% 8.4% 7.6% 7.0% 6.5% 

目 標 10.7% 9.8% 9.4% 9.4% 10.0% 10.2% 9.9% 

大鰐町 
社人研 8.1% 7.3% 6.1% 5.5% 5.0% 4.6% 4.3% 

目 標 8.1% 7.2% 7.5% 8.5% 9.0% 9.0% 8.7% 

田舎館村 
社人研 11.4% 11.4% 11.0% 10.4% 9.8% 9.2% 8.7% 

目 標 11.4% 11.1% 11.3% 12.4% 13.4% 14.1% 14.6% 

西目屋村 
社人研 9.1% 11.9% 8.9% 7.3% 7.0% 6.7% 6.2% 

目 標 9.1% 8.5% 9.8% 9.9% 10.6% 11.4% 11.8% 

圏域合計 
社人研 11.0% 10.4% 9.9% 9.5% 9.1% 8.8% 8.4% 

目 標 11.0% 10.0% 10.0% 10.2% 10.4% 10.5% 10.7% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年：国勢調査(年齢不詳分は除く) 

令和 2年以降：社人研；国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（平成 30年 3月推計） 

           ※令和 2年のみ国勢調査 

       目 標；各市町村の人口ビジョン 

年少人口の割合…総人口(年齢不詳分は除く)に占める 0～14歳の人口の割合 
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第Ⅳ章 協定に基づき推進する具体的取組 

連携施策（協定項目） 協定に基づく具体的取組 

１ 生活機能の強化 

 

医 療 救急医療体制の維持及び充実 

福 祉 

教 育 

産業振興 

観光振興 

地域防災 

環 境 

子育て支援の充実 

使用済小型家電リサイクルの促進 

空き家・空き地の利活用の促進 

食産業の育成 

◯使用済小型家電リサイクル事業 

◯空き家・空き地バンク連携事業 

広域観光商品の充実 

合同防災訓練等の実施 

土地利用 

広域備蓄体制の整備 

◯農商工連携・６次産業化促進事業 

◯広域観光商品化情報発信事業 

◯災害時に向けた備蓄体制の整備・強化 

し尿処理の広域化 ◯し尿・浄化槽汚泥等共同処理事業 

◯防災訓練の内容強化 

カラス対策の連携 ◯カラス対策連携事業 

◯休日及び夜間における初期救急診療事業 

◯特別保育事業 

農作物猿害防止体制の構築 

企業誘致活動の推進 

◯休日及び夜間における第二次救急診療事業 

◯農作物猿害防止対策事業 

◯企業誘致圏域連携事業 

◯大石武学流庭園活用事業 大石武学流庭園の調査、普及及び活用 

重要伝統的建造物群保存地区にお

ける修理修景等事業及び活用事業

の推進 

◯重要伝統的建造物群保存地区修理修景等及び 

活用事業 

消費生活相談体制の広域的対応 ◯弘前圏域消費生活相談事業 その他 

成年後見制度の広域対応 ◯弘前圏域権利擁護支援事業 
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２ 結びつきやネットワークの強化 

地域公共交通 
圏域公共交通ネットワークの 

再構築及び利用促進 

◯公共交通ネットワークの再構築及び利用促進
活動の実施 

行政事務の 

効率化 

３ 圏域マネジメント能力の強化 

圏域市町村の 

職員等の交流 
圏域市町村職員の育成 ◯圏域職員合同研修事業 

行政事務の 

効率化 
電算システムの共同利用 ◯電算システム共同利用推進事業 

地域内外の住民と

の交流・移住促進 

婚活支援の推進 ◯婚活支援事業 

第Ⅳ章 協定に基づき推進する具体的取組 

移住・定住の促進 ◯弘前圏域移住・交流推進事業 
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１ 生活機能の強化に係る具体的取組 

 

（１）医療 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

休日・夜間救急診療体

制対応日数 
365日（令和 2年度） 365日（令和 8年度） 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 救急医療体制の維持及び充実 

取組の内容 
圏域の救急医療体制を確保するため、休日・夜間救急診療体制を維持するとともに

その充実を図る。 

中心市（甲） 

の役割 
甲が行う休日・夜間急患診療体制及び休日在宅医診療体制を維持する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲が維持する休日・夜間急患診療体制及び休日在宅医診療体制を支援するととも

に、必要に応じ経費を負担する。 

     

事業名 休日及び夜間における初期救急診療事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・圏域における救急医療施設及び機能は、弘前市に集中している状況にあり、救急

医療については、弘前市の施設並びに黒石市の一部施設を利用せざるを得ない状況

にある。 

・圏域住民への救急医療体制を維持するため、休日及び夜間における初期救急につ

いては、弘前市が設置、運営している急患診療所及び休日在宅医診療事業を維持継

続する必要がある。 

事業内容 

・弘前市が弘前市医師会、歯科医師会に指定管理及び委託して実施する休日・夜間

急患診療体制(弘前市急患診療所)、休日在宅医診療体制を維持するとともに、その

充実を図る。 

効 果 
・圏域における救急医療体制を連携強化することで、圏域住民が安心して暮らして

いくための医療サービスを提供することができる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

弘前市急患診療所の運営 365日（令和 2年度） 365日（令和 8年度） 

休日在宅医診療の実施 実施（令和 2年度） 継続実施（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

急患診療所の運営 
 

          

休日在宅医診療             

事業費見込額 

（千円） 
111,683 111,683 111,683 111,683 111,683 558,415 

特定財源等 病診連携等による地域医療の確保に対する財政措置(特別交付税) 
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事業名 休日及び夜間における第二次救急診療事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・圏域における救急医療施設及び機能は、弘前市に集中しており、多くの圏域市町

村民は、第二次救急医療においても弘前市内の病院医療施設を利用している状況で

ある。 

・また近年、医師の高齢化等で輪番当直を行う医師不足のほか、輪番制に参加する

病院数が減少するなど、病院群輪番制の維持が困難な状況になっていたことから、

圏域の第二次救急医療体制を再構築するため、青森県地域医療構想において中核病

院整備の方針が示され、国立病院機構弘前病院と弘前市立病院の機能の集約・統合

による新中核病院「弘前総合医療センター」が、令和 4年 4月 1日に運営開始とな

った。 

・弘前総合医療センターの整備により、圏域の第二次救急医療体制は強化されるこ

ととなるが、運営開始直後は十分な医師の確保が見込まれないほか、災害や感染症

対応を踏まえ、休日及び夜間における第二次救急医療体制の維持には、弘前大学医

学部附属病院高度救命救急センターをはじめとした、他の医療機関による協力が必

要不可欠な状況となっている。 

・また、弘前大学大学院医学研究科に開設している「地域救急医療学講座」を継続

し、圏域の救急医療を担う人材の確保・育成により、体制の維持・充実を図る必要

がある。 

事業内容 

・圏域の休日及び夜間の第二次救急医療提供体制を維持するため、新中核病院を中

心とした休日及び夜間の第二次救急対応病院の体制維持を支援する。 

・併せて、第二次救急医療体制の充実を図るため、弘前大学大学院医学研究科に設

置している寄附講座「地域救急医療学講座」の開設を延長する。 

効 果 

・圏域における第二次救急医療提供体制の維持・充実を図ること及び救急医療体制

の連携強化により、圏域住民が安心して暮らしていくための医療サービスを、長期

にわたり安定して提供することができる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

第二次救急医療提供体制

の維持 
365日（令和 2年度） 365日（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

第二次救急医療体

制確保支援 

 

     

寄附講座「地域救

急医療学講座」の

開設 

 

     

新中核病院運営費

交付金 
 

     

事業費見込額 

（千円） 
290,089 290,089 290,089 290,089 290,089 1,450,445 

特定財源等 病診連携等による地域医療の確保に対する財政措置(特別交付税) 
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（２）福祉 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

延べ利用児童数 28,248人（令和 1年度） 30,000人（令和 8年度） 

権利擁護に係る相談件数※1 416件（令和 2年度） 540件（令和 8年度） 

  ※1 圏域内のみの相談数をカウント 

①子育て支援の充実 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 子育て支援の充実 

取組の内容 
圏域の住民の子育て支援の充実を図るため、甲が行う特別保育事業の対象区域を圏域に

拡大し、圏域全体として安心して子育てができる環境を整備する。 

中心市（甲） 

の役割 
特別保育事業の対象区域を拡大し、圏域住民の利用に供する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 
甲が行う特別保育事業を区域内の住民に周知し、積極的な活用を促進する。 

 

事業名 特別保育事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・生活圏の広域化に伴い、周辺市町村から弘前市に通勤する地域住民が増えてきてお

り、弘前市内の勤務先の近くで子育て支援を受ける機会の拡充が求められている。この

ため、現在、圏域では保育所の広域入所が実施されている。 

・また、平成 27年度からは、保育所のほか、認定こども園へ移行した施設や幼稚園で

の預かり保育も事業の対象としている。 

事業内容 

・弘前市が実施している下記の事業について、関係市町村の住民に対象を拡大した子育

て支援策を実施する。 

１）一時預かり事業（利用児童以外の一時的な保育サービス） 

２）休日保育事業（日曜・祝日に係る児童の保育サービス） 

３）地域子育て支援拠点事業（子育て親子の交流、子育てに関する相談・援助、子

育て関連情報の提供、子育てに関する講習等） 

効 果 
・ライフスタイルに応じた子育て支援サービスの選択肢が増えることで、安心して子育

てができる環境の充実につながる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

一時預かり事業・休日保育

事業・地域子育て支援拠点

事業延べ実施施設数 

73施設（令和 2年度） 77施設（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

特別保育事業の 

実施 

 

          

事業費見込額 

（千円） 
187,014 189,690 189,690 192,366 192,366 951,126 

特定財源等 子ども・子育て支援交付金（国） 地域子ども・子育て支援事業費補助金(県) 
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②成年後見制度の広域対応 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 成年後見制度の広域対応 

取組の内容 
圏域における成年後見制度を含めた権利擁護の支援に関する業務を広域的に行うことに

より、住民サービスの向上を図る。 

中心市（甲） 

の役割 

圏域の権利擁護の支援に関する業務を行うため、弘前圏域権利擁護支援センターを拠点

に、権利擁護に関する取組を中心的に行うとともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 
甲と連携して権利擁護に関する取組を行うとともに、必要な経費を負担する。 

 

事業名 弘前圏域権利擁護支援事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・国が求める中核機関として令和 2年度から弘前圏域権利擁護支援センターを開設、運

営し、成年後見制度の相談支援や広報啓発等を行っている。 

・成年後見制度の利用者は毎年増加するとともに、親族以外の第三者が後見人等になる

場合が増加し、全国的にも受任者が不足傾向にある。 

・市民後見人等候補者名簿には、令和 3年 4月 1日現在 30人の登録があり、既に 2人

が裁判所からの審判を受け、市民後見人として活動している。 

・引き続き、圏域市町村全体で相談体制を構築していくとともに、担い手の育成に取り

組んでいく必要がある。 

事業内容 

・弘前圏域権利擁護支援センターを運営し、関係機関との連携強化を図りながら、相談

支援、市民後見人の養成やその活動支援などの権利擁護に係る体制を構築する。 

・権利擁護に関する制度活用のための情報交換、及び関係機関の連携に関することなど

の協議の場である弘前圏域権利擁護支援連絡会を設置する。 

効 果 

・圏域市町村が単独で権利擁護支援センターを設置するよりも経費の負担が軽減され、

専門の相談員が確保される。 

・市民後見人等候補者が確保される。 

・権利擁護支援センターの設置・権利擁護支援連絡会の開催により、家庭裁判所及び関

係機関との効率的・効果的な連携が図られる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

圏域内における市民後見人

養成研修受講者数 
30人（令和 2年度） 75人（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

弘前圏域権利 

擁護支援センター

の運営 

      

事業費見込額 

（千円） 
8,984 8,338 8,984 8,338 8,984 43,628 

特定財源等 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金、青森県介護従事者確保対策事業費補助金 
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（３）教育 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

観光客入込数※2 70,122人（令和 1年度） 82,000人（令和 8年度） 

※2 構成市町村の文化財庭園及び重伝建地区への観光客入込数 

 

 ①大石武学流庭園の調査、普及及び活用 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 大石武学流庭園の調査、普及及び活用 

取組の内容 
圏域内の指定名勝及び登録記念物の庭園を核として、大石武学流庭園の掘り起こしを行

い、津軽独自の庭園文化の普及及び活用を図る。 

中心市（甲） 

の役割 
大石武学流庭園の調査、普及及び活用に取り組むとともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲と連携して大石武学流庭園の調査、普及及び活用に取り組むとともに、必要な経費を

負担する。 

 

事業名 大石武学流庭園活用事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市 

現状と課題 

・津軽地方で独自に発展・広がりを見せた大石武学流庭園は、全国的に見ても非常に地

域性豊かな庭園文化として、国内外から高い評価を受けている。 

・しかしながら、独自の流派として継承されてきた大石武学流庭園の文化財的価値は高

いものの、その価値の理解は一部の市民・観光客の間に留まっている。 

・さらに、現在、圏域内に残っている庭園のほとんどは、個人所有となっており、生活

様式の変化や少子高齢化などにより、庭園の改変・取り壊しが見られるなど、庭園その

ものの存続が危ぶまれる状態にある。 

事業内容 
・圏域独自の庭園のブランド戦略を図り、観光コンテンツとしての磨き上げを行う。 

・圏域ブランドとして庭園文化を国内外に発信する。 

効 果 

・庭園の適正な保存・継承につながるとともに、市民・観光客に対して、庭園の価値を

広く周知することが可能になり、さらには、観光資源として活用することで、圏域への

誘客も期待できる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

公開文化財庭園入園者数 21,567人（令和 1年度） 23,000人（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

情報発信       

事業費見込額 

（千円） 
9,535 600 600 600 600 11,935 

特定財源等 無し 
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 ②重要伝統的建造物群保存地区における修理修景等事業及び活用事業の推進 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 
重要伝統的建造物群保存地区（以下「重伝建地区」という。）における修理修景等事

業及び活用事業の推進 

取組の内容 

圏域内で甲乙に所在する両重伝建地区に対する愛情・誇り・一体感を醸成し、圏域外

からの観光客の流入と周遊を図るため、修理修景等事業の推進及び圏域内外への情報

発信等の広報活動に取り組む。 

中心市（甲） 

の役割 

甲に所在する重伝建地区内の修理修景等事業を推進する。また、圏域内外への両重伝

建地区の情報発信等の広報活動に取り組むとともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

乙に所在する重伝建地区内の修理修景等事業を推進する。また、甲と連携し圏域内外

への両重伝建地区の情報発信等の広報活動に取り組むとともに、必要な経費を負担す

る。 

 

事業名 重要伝統的建造物群保存地区修理修景等及び活用事業 

関係市町村 弘前市、黒石市 

現状と課題 

・地区住民の協力のもと、良好な景観が維持されており、さらには、その良好な景観

を観光資源の 1つとして観光面に活用している。 

・しかしながら、社会環境や生活様式の変化に伴う改修を求める事例の発生や、少子

高齢化による空き家の増加などにより、年々景観の保全が困難になってきている。 

事業内容 

・圏域に所在する重要伝統的建造物群保存地区の景観の保全に資する修理修景事業を

推進するため、補助金を交付する。 

・既存パンフレットの相互交換を行うなど、情報発信に努める。 

・保護意識を醸成するとともに、地区への理解を図るため、見学会や研修会を開催す

る。 

効 果 
・良好な景観を維持することで、地区住民の保護意識や愛着心の醸成が図られるとと

もに、観光資源として活用することで、圏域への誘客も期待できる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

公開施設の観光客入込数 48,555人（令和 1年度） 59,000人（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

修理修景 
 

          

情報発信 
 

          

事業費見込額 

（千円） 
5,700 8,300 8,300 8,300 8,300 38,900 

特定財源等 伝統的建造物群保存事業費補助金 
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（４）産業振興 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

商談成約件数 43件（令和 1年度） 48件（令和 8年度） 

企業誘致件数(累計) 1件（令和 2年度） 12件（令和 4～8年度） 

ニホンザルによる農作物へ

の被害金額 
9,164千円（令和 2年度） 7,300千円（令和 8年度） 

 

① 食産業の育成 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 食産業の育成 

取組の内容 
圏域の豊富な農産資源等を活用した付加価値の高い商品づくりや販路開拓に取り組む
事業者を支援するための体制を整備する。 

中心市（甲） 

の役割 

商品開発へのアドバイスや事業者のマッチング等を行う人材を確保するとともに、商
品開発等に取り組む事業者の発掘や販路開拓のための取組を中心的に行う。 

周辺市町村（乙） 

の役割 
甲と連携して商品開発等に取り組む事業者の発掘や販路開拓のための取組を行う。 

 

事業名 農商工連携・６次産業化促進事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 
・圏域はりんごを始めとした豊富な農産資源を有する地域であり、ジュースや製菓等
に加工した商品が流通しているものの、販売先は周辺市町村に限定された小規模市場
が主となっており、首都圏や西日本等への販路開拓が課題となっている。 

事業内容 
・地元農産物や加工品の販路拡大を支援するため、各業界のバイヤーが多数来場する
展示商談会に出展し、商談の機会を提供する。 

効 果 

・新たな市場を開拓することで、競争力の高い企業が育成され、雇用創出も期待でき
る。 
・また、販路拡大による商品生産量の増産は、加工用原料を生産する農家の所得向上
も期待できる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

展示商談会での商談件数 354件（令和 1年度） 400件（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

見本市への出展             

事業費見込額 
（千円） 

3,839 3,839 3,839 3,839 3,839 19,195 

特定財源等 無し 
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② 企業誘致活動の推進 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 企業誘致活動の推進 

取組の内容 

地域の雇用確保及び経済の活性化を図るため、圏域市町村と立地に係る情報を共有

し、圏域全体としての立地環境、魅力や強みを企業へ情報発信するなど、圏域一体

となった企業誘致活動を展開する。 

中心市（甲） 

の役割 

企業立地に係る圏域の情報を集約するとともに、圏域一体としての情報発信及び企

業誘致のための取組を中心的に行う。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

企業立地に係る情報を甲に提供するとともに、甲と連携して情報発信及び企業誘致

のための取組を行う。 

 

事業名 企業誘致圏域連携事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・工場等の立地について、海外展開の動きが一段落し、生産の国内回帰の動きが広

がっているものの、統合・集約による立地が多く、本社所在地から離れた地方への

企業立地は厳しい状況にある。 

・一方で、国内情報サービス関連企業は、大都市圏における人材確保の困難さに加

え、新型コロナウイルス感染症拡大に伴って働き方などを見直す気運が高まってお

り、大都市でのリスクを分散するため、これまで以上に地方都市への進出に目を向

けている状況にある。 

・そのため、今後の需要動向を捉えながら、産業立地が可能な地域の拡大等を図る

必要がある。 

事業内容 

・各市町村の空き物件に関する情報交換を随時行い、立地場所としての選択肢を広

げることで、進出検討企業のニーズに幅広く対応していく。 

・加えて、立地環境や事業者のニーズに応じた優遇制度の整備を各市町村で実施

し、これらの積極的な PRを進めていく。 

・PRの場のひとつとして、青森県が主催または出展しているフェア等へ参加し、連

携しながら情報発信を行う。 

効 果 
・雇用の機会が増えるとともに、就労人口の増加に伴い、立地企業の経済活動や従

業員による消費活動が活性化し、地域への経済波及効果が期待される。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

誘致活動に伴う訪問企業数 4社（令和 2年度） 15社（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

情報収集・発信       

事業費見込額 
（千円） 

0 0 0 0 0 0 

特定財源等 無し 
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③ 農作物猿害防止体制の構築 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 農作物猿害防止体制の構築 

取組の内容 

農作物猿害の軽減に向けて、甲及び乙地域における猿の生態を調査し、及び検証す

るとともに、総合的な調整を図りながら、連携による農作物猿害防止体制の構築に

取り組む。 

中心市（甲） 

の役割 

猿の生態を調査し、及び検証するとともに、乙等との調整を図りながら、農作物猿

害防止体制の構築に向けた取組を中心的に行う。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲と連携して猿の生態を調査し、及び検証するとともに、農作物猿害防止体制の構

築に向けた取組を行う。 

 

事業名 農作物猿害防止対策事業 

関係市町村 弘前市、西目屋村 

現状と課題 

・弘前市及び西目屋村地域における猿の生息分布は拡大しているものと推測され、

農作物の猿害についても広範囲にわたって発生し、その被害は深刻化している状況

にある。 

・猿の駆除や追い払い等について、現在、弘前市と西目屋村が各々実施している状

況にあり、より効果を上げるため、連携による広域的な取組を行う必要がある。 

事業内容 

・猿の行動域調査を行っている団体等へ弘前市及び西目屋村地域の調査を依頼する

など、猿の生息数、群れの数、行動域等の管理をする。 

・弘前市と西目屋村が隣接する各地域に巡視員を配置して、情報交換や捕獲用わな

の共同設置など、連携を図る。 

・行動域データをもとに群れの管理を行うため、捕獲による間引きや、先回りによ

る追い払い等を実施する。 

効 果 

・弘前市及び西目屋村地域内の広範囲に生息する猿の行動域等を把握することによ

り、猿の動きを事前に察知し、出没箇所を特定するなど、効果的な駆除や追い払い

が可能となり、農作物の猿害防止が図られる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

ニホンザルの捕獲数 112頭（令和 2年度） 150頭（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

猿の行動調査       

巡視員の連携       

捕獲や追い払いに 
よる群れの管理 

      

事業費見込額 
（千円） 

15,096 9,755 9,755 9,755 9,755 54,116 

特定財源等 無し 
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（５）観光振興 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

弘前圏域定住自立圏観光

消費額（推計値） 
34,397百万円（令和 1年度） 37,960百万円(令和 7年度) 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 広域観光商品の充実 

取組の内容 

圏域への誘客につながる広域観光商品の充実を図るため、圏域に求められる観光ニー

ズを調査し、及び検証するとともに、観光商品を開発する首都圏の旅行代理店等へ効

果的な情報発信を行う。 

中心市（甲） 

の役割 

広域観光商品のニーズを調査し、及び検証し、首都圏の旅行代理店等への情報発信を

行うとともに、取組に必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 
甲が行う取組を連携して行うとともに、取組に必要な経費を負担する。 

 

事業名 広域観光商品化情報発信事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・旅行形態は、交通手段の発達や、サービスの向上などにより、国内外を問わず、団

体、グループ、個人などの多様なニーズに合わせた情報発信が必要となっている。 

・当該地域では、広域観光圏の形成や周遊促進など、魅力度の向上をはかり、発地側

で効果的な情報発信をすることが重要となっている。 

事業内容 

・国内旅行者はもとより、外国人旅行者も意識した観光コンテンツの磨き上げ、掘り

起こしにより広域観光商品の充実を図る。 

・首都圏を中心とした旅行代理店や交通事業者に対する広域観光商品の情報発信のほ

か、WEBサイトや SNS等も活用し観光コンテンツや広域観光商品の情報発信を実施す

る。 

・各種イベント等において、圏域観光情報の発信を実施する。 

・これらの取組みを津軽圏域 DMOである（一社）Clan PEONY津軽と連携して実施す

る。 

効 果 
・津軽エリアへの広域観光商品が充実することで、誘客が促進され、同時に地域経済

も活性化される。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

弘前圏域定住自立圏観光入

込客数 
7,233千人（令和 1年度） 7,744千人（令和 7年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

広域観光商品の 

検証と充実 

 

          

情報発信 
 

          

事業費見込額 

（千円） 
15,171 15,171 15,171 15,171 15,171 75,855 

特定財源等 無し 
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（６）地域防災 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

防災に関する地域連携の

強化 

連携強化体制は整いつつある 

（令和 2年度） 

連携強化による防災力向上 

（令和 8年度） 

 

① 広域備蓄体制の整備 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 広域備蓄体制の整備 

取組の内容 
大規模・広域的な災害の発生時に被災住民に対して的確に対応するため、青森県と連携

しながら、燃料、毛布、飲料水等の物資を備蓄する体制を整備する。 

中心市（甲） 

の役割 

備蓄体制の在り方等について国及び青森県と調整を図りながら、その体制整備に関する

施策を実施するとともに、整備に必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲と連携して備蓄体制の整備に関する施策を実施するとともに、整備に必要な経費を負

担する。 

 

事業名 災害時に向けた備蓄体制の整備・強化 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・災害時においては、近隣を含む広域の自治体による応援が不可欠であり、当市を含む

弘前圏域定住自立圏構成市町村では、「弘前圏域 8市町村国土強靭化地域計画（令和 3

年 3月）」の合同策定を契機として、事前防災を柱に意見交換や情報共有を行うなど連

携強化が図られている。 

・また、県においては「青森県災害備蓄指針（平成 30年 3月）」を策定するととも

に、「災害時における青森県市町村相互応援に関する協定（平成 30年 12月）」を締結

し、県内全域での支援体制の整備に取り組んでいる。 

・今後より一層、連携・協力し、防災力を向上させるためには、県の計画等を踏まえた

上で、圏域自治体が不足する部分を明確にし、各自治体の主体的な備蓄体制の推進や関

係機関からの受援体制の構築を図ることが課題である。 

事業内容 

・備蓄整備については、備蓄計画の未策定・見直し自治体への支援を目的に圏域自治体

全体で協議を行い、整備体制の底上げを図るほか、計画に沿った備蓄を推進し、防災力

の向上を図る。 

・「青森県災害備蓄指針」及び「災害時における青森県市町村相互応援に関する協定」

等の内容及び手順等について確認・情報共有を行うとともに、災害時の受援体制・連携

体制の強化を図る。 

効 果 
・災害に向けた備蓄体制の強化、災害時の対応力強化が図られ、圏域の防災力上につな

がる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

備蓄計画(各自治体)の策定 一部策定済み（令和 2年度） 策定完了（令和 8年度） 

備蓄物資の整備 一部整備済み（令和 2年度） 整備完了（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

備蓄体制情報共有 
 

          

備蓄計画作成支援            

備蓄計画作成・改定       

備蓄品整備             

事業費見込額 

（千円） 
8,430 8,046 8,523 7,926 7,870 40,795 

特定財源等 無し 
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② 合同防災訓練等の実施 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 合同防災訓練等の実施 

取組の内容 
大規模・広域的な災害の発生時に、自治体及び関係機関が連携した対応ができるよう

にするため、組織間連携の確認と向上を目指した合同防災訓練を実施する。 

中心市（甲） 

の役割 

(ⅰ) 合同防災訓練の実施方法、訓練項目等について、提案し、及び検討するととも

に、防災関係機関との調整を行う。 

(ⅱ) 合同防災訓練の実施について中心的に取り組むとともに、必要な経費を負担す

る。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

(ⅰ) 合同防災訓練の実施方法、訓練項目等について、提案し、及び検討する。 

(ⅱ) 甲と連携して合同防災訓練を実施するとともに、必要な経費を負担する。 

 

事業名 防災訓練の内容強化 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・大規模、広域的な災害への対応は弘前圏域定住自立圏構成市町村間の連携・協力が

不可欠であり、各自治体の災害対応力向上のための訓練はもとより、圏域全体として

の災害対応力の向上を図るための訓練等の検討・実施が必要である。 

・これまでも弘前市の総合防災訓練に他の圏域自治体職員が参加するなど、圏域内の

防災力向上に努めてきており、今後より一層災害対応における実動面の連携を強化す

るためには、各自治体の意向を踏まえながら、訓練や研修の内容等の工夫を図ること

が課題である。 

事業内容 
・防災訓練及び研修会の内容及び実施方法等の検討 

・防災訓練及び研修会の実施 

効 果 
・情報交換・検討を通して防災訓練及び研修会の内容等が充実することにより、地域

の防災力の向上が図られる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

防災訓練及び研修会の内容

等検討 
0回（令和 2年度） １回（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

防災訓練検討             

研修会検討       

事業費見込額 

（千円） 
2,122 2,046 1,746 2,046 1,746 9,706 

特定財源等 無し 
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（７）環境 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

リサイクル率 10.5％（令和 1年度） 14％（令和 8年度） 

 

① し尿処理の広域化 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 し尿処理の広域化 

取組の内容 汚水処理等を効率的に行うため、圏域のし尿等を一括して処理する。 

中心市（甲） 

の役割 

圏域のし尿等を一括処理することができる受入施設の整備及び管理・運営に取り組むと

ともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲と連携して施設の整備及び管理・運営に関連する取組を行うとともに、必要な経費を

負担する。 

 

事業名 し尿･浄化槽汚泥等共同処理事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・し尿及び浄化槽・農業集落排水汚泥は、下水道の普及や人口減少により減少していく

ものと思われるが、今後も一定量の発生が見込まれる。 

・これまで弘前地区環境整備事務組合、黒石地区清掃施設組合がそれぞれ処理を行って

きたが、両組合の処理施設の老朽化や処理能力の低下に伴う更新時期に合わせ、MICS事

業（汚水処理施設共同整備事業）として、県の岩木川浄化センター内に「し尿等希釈投

入施設（名称：津軽広域クリーンセンター）」を建設し、平成 27年 10月から圏域内の

し尿等を共同処理している。 

事業内容 
・広域的集約処理による、汚水処理事業の効率化や施設管理・運営等の経費削減に取り

組む。 

効 果 ・施設管理・運営等の経費を削減することができる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

し尿等処理量 44,807,320 kg（令和 2年度） 41,928,000 kg（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

運転管理 
 

         

事業費見込額 

（千円） 
147,867 166,073 165,177 164,283 163,352 806,752 

特定財源等 無し 
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② カラス対策の連携 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 カラス対策の連携 

取組の内容 

カラスによる被害を軽減するため、連携して被害状況、個体数等を調査し、及び検

証するとともに、検証結果に基づき、広域的かつ効果的なカラス対策を検証し、及

び実施する。 

中心市（甲） 

の役割 

カラスによる被害調査及び生態調査を行うとともに、その調査結果に基づいた効果

的なカラス対策のための取組を中心的に行う。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲と連携してカラスによる被害調査及び生態調査を行うとともに、その調査結果に

基づいた効果的なカラス対策のための取組を行う。 

 

事業名 カラス対策連携事業 

関係市町村 弘前市、黒石市 

現状と課題 

・カラスの増加に伴いごみの食い散らかしや道路のふん害など、市域の環境美化に

影響が出ている。 

・カラスによる被害を軽減するため、それぞれの市において様々な対策を実施して

いる。 

・市域を超えて広範囲に生息するカラスの対策をそれぞれで講じるのは、効果が限

定的であるため、両市で合同個体数調査を行い被害や生態を検証し把握するなど、

連携した対策が必要不可欠である。 

事業内容 

・弘前市カラス対策連絡協議会において被害状況等の情報を共有する。 

・合同個体数調査を行ったうえで、被害調査、生態調査及び検証を実施する。 

・ごみ集積所におけるカラスのエサ断ちに関する対策を実施する。特に冬季間の収

穫残渣の処理によるエサ断ちについて、広報紙等により圏域での啓発を実施する。 

・弘前大学農業生命科学部と連携し、カラスに GPSを装着して行動域調査を実施す

る。 

・その他調査・検証結果に基づいたカラス対策を実施する。 

効 果 

・現在実施しているそれぞれの自治体の対策に加え、弘前市と黒石市での連携した

対策を実施することにより、効率的かつ効果的なカラス対策が可能となり、住みよ

い街づくりや観光産業への貢献が期待できる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

ごみ集積ボックス等設置数 3,760基（令和 2年度） 4,200基（令和 8年度） 

協定締結自治体数 2自治体（令和 2年度） 4自治体（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

情報共有       

合同調査・検証       

エサ断ち対策       

事業費見込額 
（千円） 

11,741 11,741 11,741 11,741 11,741 58,705 

特定財源等 無し 
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③使用済小型家電リサイクルの促進 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 使用済小型家電リサイクルの促進 

取組の内容 
圏域における使用済小型家電の再資源化を住民に啓発するとともに、使用済小型家電

を効率的にリサイクルする体制を整備する。 

中心市（甲） 

の役割 

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成 24年法律第 57号）にの

っとり、使用済小型家電のリサイクルを効率的に促進するため、調査・研究を行うと

ともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲と連携して、使用済小型家電のリサイクル促進を図るとともに、必要な経費を負担

する。 

 

事業名 使用済小型家電リサイクル事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・一般家庭から排出される使用済の小型家電には、有用な貴金属などが含まれている

が、これまでは「燃やせないごみ」や「大型ごみ」として排出され、その多くは埋立処

分されている。 

・使用済小型家電のリサイクルを効率的に促進するため、圏域内での新たな回収方法と

して「使用済小型家電等の宅配便回収についての連携と協力に関する協定」を締結し、

平成 28年 3月から宅配便回収サービスを開始した。 

・プラスチックごみの資源循環について法整備が進むなど、使用済小型家電に限らず、

リサイクルを取り巻く環境が大きく変化していく状況にあり、圏域内のリサイクル推進

のため、関係市町村が今後取り組むべき課題を共有し、連携・協力しながら検討してい

く必要がある。 

事業内容 

・圏域内の廃棄物処理施設でのピックアップ回収を行う。 

・圏域住民への使用済小型家電の再資源化啓発の方法の検討を行う。 

・圏域内の公共施設などへ設置された回収ボックスによる拠点回収の効率化に向けた方

法の検討を行う。 

・圏域内での新たな効率的回収方法の検討を行う。 

・使用済小型家電リサイクルの促進のほか、圏域内のごみ減量化・資源化に向けた取組

の情報共有と検討を行う。 

効 果 
・有用な資源が再資源化されるとともに、最終処分場の延命化や処理経費の削減などが

図られる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

使用済小型家電回収量 52,913kg（令和 2年度） 52,000kg（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

ピックアップ回収 

 

          

啓発方法等検討       

事業費見込額 

（千円） 
196 180 180 180 180 916 

特定財源等 無し 
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（８）土地利用 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

空き家・空き地の利活用数 153件 ※3（令和 3年度） 363件 ※4（令和 8年度） 

※3 平成 30年度から令和 3年度までの弘前圏域空き家・空き地バンクの利活用数 

※4 平成 30年度から令和 8年度までの延べ利活用数 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 空き家・空き地の利活用の促進 

取組の内容 
圏域の空き家及び空き地の利活用を促進するため、弘前圏域空き家・空き地バンク協

議会（以下「協議会」という。）を設立し、連携してバンクの運用等の事業を行う。 

中心市（甲） 

の役割 
協議会の事務局を置き、その事業を中心的に行うとともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 
甲と連携して協議会の事業を行うとともに、必要な経費を負担する。 

 

事業名 空き家・空き地バンク連携事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・全国的に空き家及び空き地が増加し、地域住民の生活環境などに悪影響を及ぼしてい

る。 

・増加する空き家及び空き地への対策は、圏域市町村に共通する課題である。 

事業内容 

・不動産団体、金融機関及び関係市町村で組織する「弘前圏域空き家・空き地バンク協

議会」を設立し、連携してバンクの運用、相談会の開催等の事業を行う。 

協議会の主な事業（各団体の役割） 

・不動産団体 ⇒ 物件の調査や物件への案内、売買等の仲介や契約 

・金融機関  ⇒ 借入金相談、金利優遇措置 

・中心市（事務局）⇒ 広報、物件登録等の受付・内容確認、登録事務、事業の企画 

・周辺市町村 ⇒ 広報、物件登録等の受付・内容確認、事業の企画（中心市と連携） 

効 果 

・関係市町村が連携して広報活動をすることにより、物件の閲覧機会が増加し、空き家

及び空き地の利活用が促進される。 

・圏域の空き家、空き地の流動化及び移住、定住の促進が図られる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

空き家・空き地の新規登録

数 
149件 ※5（令和 3年 9月） 418件 ※6（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

事業実施            

事業費見込額 

（千円） 
2,486 2,486 2,486 2,486 2,486 12,430 

特定財源等 無し 

※5 平成 30年度から令和 3年 9月までの弘前圏域空き家・空き地バンクの新規登録数 

※6 平成 30年度から令和 8年度までの延べ新規登録数  
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（９）その他 

 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

消費生活相談件数 860件（令和 2年度） 860件未満（令和 8年度） 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 消費生活相談体制の広域的対応 

取組の内容 圏域における消費生活相談を広域的に行うことにより、住民サービスの向上を図る。 

中心市（甲） 

の役割 

圏域の消費生活相談窓口を弘前市市民生活センターとし、消費者の安全確保に関する

取組を行うとともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲と連携して消費者の安全確保に関する取組を行うとともに、必要な経費を負担す

る。 

 

事業名 弘前圏域消費生活相談事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・近年の消費生活相談の内容は、複雑、多様化しており、相談員も専門的な知識を必要

とすることが多い。 

・平成 25年度以前は圏域市町村の中で消費生活センターを設置しているのは弘前市の

みで、他市町村の消費生活センター設置は、専門相談員を配置するための財政的・人材

的な面で困難な状況にあったことから、圏域における消費生活相談の窓口を弘前市市民

生活センターとし、相談業務を行っている。 

事業内容 

・弘前市市民生活センターで圏域における消費生活相談の窓口を実施する。 

・消費者の安全確保を図るため、消費生活に関する諸問題を解決できるよう相談を受

け、助言を行うとともに、被害を未然に防止するために必要な情報を提供する。 

・そのほか、相談員の研修及び情報収集等の業務を行い、相談窓口の体制を充実させ

る。 

効 果 
・圏域市町村が単独で消費生活センターを設置するよりも経費の負担が軽減され、専門

の消費生活相談員が確保される。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

相談対応不能件数 0件（令和 2年度） 0件（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

相談業務 
 

          

市町村への周知       

事業費見込額 

（千円） 
8,462 8,462 8,462 8,462 8,462 42,310 

特定財源等 青森県消費者行政推進事業費補助金 
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２ 結びつきやネットワークの強化に係る具体的取組 
 

（１）地域公共交通 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

圏域公共交通分担率※7 6.8%(平成 22年度) 8.0%(令和 12年度） 

※7 公共交通分担率：鉄道、バスなどの公共交通を利用している割合 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 圏域公共交通ネットワークの再構築及び利用促進 

取組の内容 

地域公共交通の確保及び利便性向上に向けて、圏域における地域公共交通の実情を調

査し、及び検証するとともに、総合的な調整を図りながら、交通事業者と連携して、

圏域の公共交通ネットワークの再構築及び利用促進に取り組む。 

中心市（甲） 

の役割 

(ⅰ) 交通事業者と共同して圏域公共交通計画を策定し、その施策の実施に中心的に

取り組むとともに、圏域における公共交通の利用促進活動を実施する。 

(ⅱ) 圏域公共交通計画の策定及びその施策の実施並びに利用促進活動に関して、必

要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

(ⅰ) 交通事業者と共同して圏域公共交通計画を策定し、その施策の実施に取り組む

とともに、圏域における公共交通の利用促進活動を実施する。 

(ⅱ) 圏域公共交通計画の策定及びその施策の実施に関して、必要な経費を負担す

る。 

 

事業名 公共交通ネットワークの再構築及び利用促進活動の実施 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・圏域における公共交通の利用者は減少し続けているため、交通事業者の経常損失は

年々増加し、その維持が難しくなっている。 

・通勤、通学、通院及び買物等の日常生活を営む上で必要不可欠な生活の足として、

誰もが利用できる公共交通の維持・確保は重要な課題となっている。 

・地域の実情に即した持続可能な公共交通ネットワークを構築するためには、圏域全

体での計画的な取組が必要となっている。 

事業内容 

・青森県や圏域市町村が策定した地域の公共交通に関する計画等を踏まえて圏域市町

村と交通事業者が連携し、広域的な路線の利用促進を図るとともに維持・再編等の取

組を進めていく。 

・各市町村の広報紙やホームページなどの広報媒体を活用した公共交通機関利用の呼

びかけや、圏域の市町村職員をはじめとした住民の自発的な公共交通利用を促すため

のモビリティ・マネジメント※8等の取組を実施する。 

・鉄道路線の維持及び地域の活性化を図るため、弘南鉄道弘南線・大鰐線維持活性化

支援計画に基づき、安全輸送に係る支援を行うとともに利用促進に取り組む。 

効 果 
・普段公共交通を利用しない住民に対し、公共交通を利用するメリットや必要性を幅広

く PRすることによって利用を促進し、圏域における公共交通の維持確保に資する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

バス利用者数 2,572千人（R1.10～R2.9） 3,114千人（R7.10～R8.9） 

乗合タクシー利用者数 7千人（R1.10～R2.9） 63千人（R7.10～R8.9） 

弘南鉄道利用者数 1,336千人（令和 2年度） 2,089千人（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

利用促進活動等の実施 

 

          

維持・再編等の取組       

事業費見込額 

（千円） 
143,332 140,100 126,000 139,800 87,400 636,632 

特定財源等 無し 
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※8 「過度に自動車に頼る状態」から「公共交通や徒歩などを含めた様々な交通手段を上手に利用する状態」へと変え

ていく、コミュニケーションを中心とした一連の取組。 

  主な取組としては、時刻表や路線図の運行状況や運賃などの情報提供、ヒアリングやアンケートなどを通じて公共

交通利用を直接働きかけるコミュニケーション施策などがある。 
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（２）地域内外の住民との交流・移住促進 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

成婚件数 4件（令和 2年度） 35件（令和4～8年度） 

移住者数 84人（令和 2年度） 350人（令和4～8年度） 

 

①婚活支援の推進 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 婚活支援の推進 

取組の内容 
圏域全体に婚活支援を展開することで、多様な出会いの場の創出、成婚の促進及び定

住人口の増加を図る。 

中心市（甲） 

の役割 
成婚を促進する婚活支援の取組を行うとともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 
甲と連携して婚活支援の取組を推進するとともに、必要な経費を負担する。 

 

事業名 婚活支援事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・少子化・晩婚化が進行する中、結婚意欲はあるが出会いの機会が少ない独身男女

に、出会いの場の提供や情報発信など、地域全体で支援する体制づくりが求められて

いる。 

事業内容 

・「ひろさき広域出愛サポートセンター」の運営を通じ、圏域住民を対象とした婚活

支援事業の取組を推進する。 

・圏域内における婚活支援事業に係る情報発信を行う。 

・婚活イベントの開催等、多様な出会いの場の創出に取り組む。 

・その他、圏域全体において取り組むべき婚活支援事業について協議・検討を行う。 

効 果 

・圏域全体において婚活事業を展開し、より多様な出会いの場を創出することにより

結婚に対する意識が高揚するとともに、婚姻数が増加し、定住人口の増加が期待され

る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

連絡先交換件数 53件（令和 2年度） 360件（令和4～8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

ひろさき出愛サポー

トセンターの運営等 

 

          

事業費見込額 

（千円） 
6,185 6,185 6,185 6,185 6,185 30,925 

特定財源等 無し 
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②移住・定住の促進 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 移住・定住の促進 

取組の内容 
圏域への移住・定住を促進するため、圏域の魅力や生活に関する情報の提供・発信に

取り組むとともに移住・定住促進に向けた環境整備を行う。 

中心市（甲） 

の役割 
圏域への移住・定住を促進するための取組を行うとともに、必要な経費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 

甲と連携して圏域への移住・定住を促進するための取組を行うとともに、必要な経費

を負担する。 

 

事業名 弘前圏域移住・交流推進事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・人口減少が進行し、全国の多くの市町村が移住対策に取り組む中で、圏域外からの移

住を促進するためには、圏域市町村が連携して、移住者を受け入れる態勢を構築すると

ともに、圏域の魅力や優位性等を一体となって PRし、移住・定住につなげていくこと

が必要である。 

事業内容 

・移住検討者の移住実現に向けた相談対応や圏域市町村における受入態勢構築をサポー

トする移住コーディネーターを設置する。 

・弘前圏域内や首都圏におけるセミナー・イベントの開催、移住・定住に関する情報発

信等を行う。 

・その他圏域全体において取り組むべき移住促進事業について協議・検討を行う。 

効 果 
・圏域全体での移住者受入態勢が強化され、移住検討者の多様なニーズに対応できる幅

広い生活スタイルの提案が可能となり、圏域外からの移住・定住が促進される。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

移住相談件数 121件（令和 2年度） 720件（令和4～8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

弘前圏域移住交流専

門員の設置 
           

移住・定住を促進す

る各種取組の実施 

 
     

事業費見込額 

（千円） 
5,037 5,037 5,037 5,037 5,037 25,185 

特定財源等 無し 
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３ 圏域マネジメント能力の強化に係る具体的取組 

 

（１）圏域市町村の職員等の交流 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

研修実施回数 4回（令和 2年度） 4回（令和 8年度） 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 圏域市町村職員の育成 

取組の内容 圏域市町村職員の能力の向上及び連携強化を図るため、合同研修を実施する。 

中心市（甲） 

の役割 

圏域市町村職員が合同で実施することで効果が期待できる研修を企画し、及び実施

し、圏域市町村職員の参加の機会を提供する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 
必要に応じて職員を合同研修に参加させるとともに、必要な経費を負担する。 

 

事業名 圏域職員合同研修事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 

・職員研修は、圏域内の各市町村において研修計画を定めて企画、実施し、また、

専門の研修機関などへ職員を派遣している。 

・地域分権の進展や多様化する住民ニーズに、的確に対応できる職員の能力の向上

や意識改革が重要な課題となっている。 

事業内容 

①圏域市町村職員との合同研修を実施する。 

・ワンペーパーの資料作成研修、ハラスメント研修、クレーム対応力向上研修など 

②圏域における共通の行政課題や推進事業について、圏域市町村職員がともに調

査、研究を行い、提言できる機会を創出する。 

・圏域職員政策提言事業 

効 果 
・圏域市町村職員の能力の向上や圏域市町村間における職員の連携強化が期待でき

る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

全受講者人数 118人（令和 2年度） 160人（令和 8年度） 

構成市町村受講者割合 36.4％（令和 2年度） 40％（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

合同研修の実施             

圏域職員政策提言事業             

事業費見込額 

（千円） 
473 473 473 473 473 2,365 

特定財源等 無し 
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（２）行政事務の効率化 

 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

電算システムのクラウド化 7市町村（令和 3年 7月） 8市町村（令和 8年度） 

 

定住自立圏形成協定の規定内容 

取組の名称 電算システムの共同利用 

取組の内容 
電算システムの共同利用により、コストの削減、利便性、効率化、セキュリティの向

上、災害時の業務継続における対応力の強化を図る。 

中心市（甲） 

の役割 

市町村間の調整を図りながら電算システムの共同利用に取り組むとともに、必要な経

費を負担する。 

周辺市町村（乙） 

の役割 
甲と連携して電算システムの共同利用に取り組むとともに、必要な経費を負担する。 

 

事業名 電算システム共同利用推進事業 

関係市町村 弘前市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

現状と課題 
・厳しい財政状況が続く圏域の各自治体においては、経常的経費で多額な電算システ

ム費用の削減を図ることが大きな課題となっている。 

事業内容 

・住民記録系業務、税系業務、福祉業務等を対象とした電算システムを共同利用す

る。 

・次期共同利用システム導入に向け検討を実施する。 

効 果 
・災害対策の強化とセキュリティの向上等が図られるとともに、経費を削減すること

ができる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値（調査時点） 目標値（達成年度） 

電算システム稼働率※9 99.9%（令和 2年度） 99.5%以上（令和 8年度） 

スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

共同利用の実施 

 

          

次期共同利用 

システムの検討 
      

事業費見込額 

（千円） 
442,741 442,741 442,741 442,741 442,741 2,213,705 

特定財源等 無し 

※9 電算システム稼働率とは、全業務のシステム稼働予定時間（年間）のうちシステム稼働時間（年間）の割合。シス

テム停止時間があった場合稼働率が減少する。システム事業者との取り決めにより、電算システム稼働率は 99.5%

以上とするよう設定している。 
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この共生ビジョンは、定住自立圏構想の推進に向けて、今後５年間の弘前圏域が目指す将

来像及びその実現のために必要な具体的取組等を明らかにしたものです。 

共生ビジョンの策定後は、具体的取組によるビジョンの着実な推進を図るため、「計画

（Plan）」、「実行（Do）」、「評価（Check）」、「改善（Act）」のマネジメントサイクルに基づき、

定期的に具体的取組の進捗状況を把握するとともに、共生ビジョン懇談会を含めて、取組の

評価・検証を行い、その結果を反映させていくため、毎年度必要に応じて見直しを行います。 

 

■ 共生ビジョンの推進体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

具体的取組の評価 

・圏域市町村 

・共生ビジョン懇

談会 

具体的取組の改善

及び施策の追加 

・圏域市町村 

ビジョンの策定・修正  

・弘前市（共生ビ

ジョン懇談会、

周辺市町村） 

具体的取組の実施 

・圏域市町村 計画
(Plan)

実行
(Do)

評価
(Check)

改善
(Act)

第Ⅴ章 共生ビジョンの推進 

令和４年度  ～  令和８年度 計画期間 

Ⅴ章 共生ビジョンの推進 
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１．これまでの取組 

 

「弘前圏域定住自立圏共生ビジョン」（平成 24～28 年度）期間中の経過 

 

  

平成 23年 
 

3月 23日 ○中心市宣言の実施（弘前市） 

  

9月       ○定住自立圏形成協定の締結に関する議案の議会議決  
 弘前市、黒石市、平川市、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

  

10月 12日 ○定住自立圏形成協定の締結（弘前市と１対１の締結）  
 黒石市、平川市、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村   

11月 17日 ○第１回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  
・定住自立圏構想の概要説明 ・圏域の取組説明  
・共生ビジョン（素案）〔現状・課題等〕の検討   

12月 7日 ○定住自立圏形成協定の締結に関する議案の議会議決  
 藤崎町 

  

12月 13日 ○定住自立圏形成協定の締結（弘前市と１対１の締結）  
 藤崎町   

12月 26日 ○第２回定住自立圏共生ビジョン懇談会  
・共生ビジョン（素案）〔将来像、具体的取組〕の検討 

平成 24年  

1月 1日～15日 ○共生ビジョン（素案）に関するパブリックコメントの実施   

1月 4日～12日 ○共生ビジョン（素案）に関する関係市町村への意見等照会   

1月 23日 ○第３回定住自立圏共生ビジョン懇談会  
・共生ビジョン（案）の検討   

2月 9日 ○第４回定住自立圏共生ビジョン懇談会  
・共生ビジョン（最終案）の検討   

2月 17日～24日 ○関係市町村と共生ビジョンに関する個別協議 

  

2月 29日 ○市町村長会議 

  

2月 29日 ○弘前圏域定住自立圏共生ビジョンの策定（弘前市）   

  

資料編 
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平成 24年 

 

9月       ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結に関する議案の
議会議決 

  弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西
目屋村 

  

10月 3日 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結（弘前市と１対
１の締結） 

  黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村  
 

10月 31日 ○平成２４年度第１回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会  
・共生ビジョン（変更案）〔追加連携事業〕の検討  
・定住自立圏連携事業の進捗状況の報告  
 

11月 15日～30日 ○共生ビジョン（変更案）に関するパブリックコメントの実施 

  

12月 12日 ○第２回定住自立圏共生ビジョン懇談会  
・共生ビジョン（変更案）の検討  
 

12月 13日～20日 ○関係市町村と共生ビジョン（変更案）に関する個別協議  
 

12月 26日 ○弘前圏域定住自立圏共生ビジョン（変更版）の策定（弘前市） 

  
平成 26年  

1 月 28日 ○市町村長会議 

  

7月  2日 ○第１回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・定住自立圏連携事業の進捗状況の報告 

 ・追加連携事業の状況の報告 

  

12月       ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結に関する議案の
議会議決 

  弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西
目屋村 

  
平成 27年  

1月 16日 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結（弘前市と１対
１の締結） 

  黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

  

2月 6日 ○第２回定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・共生ビジョン（変更案）の検討 

  

3月  6日 ○第３回定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・共生ビジョン（最終案）の確認 

  

3月 31日 ○弘前圏域定住自立圏共生ビジョン（変更版）の策定（弘前市） 

  

 

資料編 
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平成 27年  

7月  7日 ○市町村長会議 

  

9月       ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結に関する議案の
議会議決 

  弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西
目屋村 

  

9月 30日 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結（弘前市と１対
１の締結） 

  黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

  

平成 28年  

2月  4日 ○第１回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・弘前圏域定住自立圏連携施策の実施状況について 

 ・弘前圏域定住自立圏共生ビジョン変更案について 

  

3月 ○関係市町村と共生ビジョン（変更案）に関する個別協議 

  

3月 31日 ○弘前圏域定住自立圏共生ビジョン（変更版）の策定（弘前市） 

  

7月 20日 ○市長村長会議 

  

9月 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結に関する議案の
議会議決 

  弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西
目屋村 

  

11月 1日 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結（弘前市と１対
１の締結） 

  黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 
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２．「弘前圏域定住自立圏共生ビジョン」の取組内容・評価等 

 

政策分野１ 生活機能の強化 

 

分野 医療 

取組の名称 救急医療体制の維持及び充実 

取組の内容 
圏域の救急医療体制を確保するため、休日・夜間救急診療体制を維持するとともに

その充実を図る。 

事業名 休日及び夜間における一次救急診療事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・弘前市が弘前市医師会、歯科医師会に指定管理及び委託し、休日・夜間急患診療

体制(弘前市急患診療所)、休日在宅医診療体制の維持を図った。 

・休日急患診療体制(弘前市急患診療所)において、平成 27年 10月から外科を開設

し救急医療体制の充実を図った。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

急患診療所の運営 
 

          

休日在宅医診療            

 

 

 

分野 福祉 

取組の名称 子育て支援の充実 

取組の内容 
圏域の住民の子育て支援の充実を図るため、甲が行う特別保育事業の対象区域を圏

域に拡大し、圏域全体として安心して子育てができる環境を整備する。 

事業名 特別保育事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・特別保育事業を他市町村の住民が利用できる環境は整っており、国・県の補助金

を受け当該事業を実施している各保育所等が、他市町村の住民についても個別に

相談を受け、対応している。 

・他市町村の住民の利用状況は、月毎に把握し、利用も伸びてきているため、今後

も連携して実施する。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

実施            

  

資料編 
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分野 教育 

取組の名称 学校給食の充実 

取組の内容 

甲が設置する学校給食センターから乙の学校給食未実施校に対して学校給食を提供

するため、その時期及び内容等について継続的に検討し、及び検証を行い、学校給

食の提供を行う。 

事業名 学校給食充実事業 

関係市町村 弘前市、黒石市 

取組内容及び評価 

・黒石市の学校給食未実施校に対して、弘前市の東部学校給食センターから学校給

食を提供できないか、実施時期及び実施内容について協議を重ねることとし、平

成 24年 3月に黒石市教育委員会で決定した「黒石市立小・中学校適正配置」を受

けて平成 27年度の実施を目指していたが、平成 30年度に延期となり、その後平

成令和２年度に再延期となった。 

・その間東部学校給食センターでは、設備や機器の更新等を計画的に進めた。 

・平成 28年 5月に黒石市において、学校給食の実施と小・中学校適正配置を総合的

に進めていく中で、給食については自校式で進めるという方針が決定したことか

ら、当該事業については中止とすることとした。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

検討及び検証 
 

     

小学校実施計画       

小学校実施準備       

小学校給食実施       

 

 

 

分野 教育 

取組の名称 学校教育環境の整備 

取組の内容 

乙から甲への中学校教育事務委託の実現のために、学校教員、保護者、地域住民及

び教育委員会職員による東目屋・西目屋児童生徒等交流推進協議会において意見交

換し、学校間及び地域間の交流を推進する。 

事業名 東目屋・西目屋児童生徒等交流推進事業 

関係市町村 弘前市、西目屋村 

取組内容及び評価 

・平成 24年 6月より東目屋・西目屋児童生徒等交流推進協議会を設置し、平成 27

年 1月まで計 6回の協議会を開催し、意見交換を重ねた。 

・3年間の事前交流を実施した結果、児童・生徒間、教員間、保護者間など、さまざ

まな面での交流が深まり、地域間の融和や両地域の一体感が生まれたことから、

平成 27年度より西目屋村からの中学生教育事務委託が実現し、弘前市立東目屋中

学校において西目屋村の中学生の受け入れを開始した。 

・当該事業については完了とする。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

地域間交流の推進       

事務委託の協議       

  

資料編 
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分野 教育 

取組の名称 大石武学流庭園の調査、普及及び活用 

取組の内容 
圏域内の指定名勝及び登録記念物の庭園を核として、大石武学流庭園の掘り起こし

を行い、津軽独自の庭園文化の普及及び活用を図る。 

事業名 大石武学流庭園調査・活用事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市 

取組内容及び評価 

・平成 27年度、弘前市内に所在する 3つの国指定名勝候補庭園の現況測量調査を、

弘前市直営で実施した。 

・平成 27年 9月に「大石武学流庭園シンポジウム」をヒロロで開催し、164名の来

場を得た。 

・平成 28年 8月に「大石武学流庭園サミット&バスツアー」を黒石市および平川市

と連携して開催した。サミットは、ホテルナクアシティ弘前で開催し、210名の来

場を得た。バスツアーは、3市に所在する国指定名勝庭園を巡り、98名の参加を

得た。 

・平成 28年度、弘前市内に所在する 3つの国指定名勝候補庭園の詳細測量調査を、

弘前市発注で専門業者に委託し実施した。 

・調査の実施やイベントの開催により、大石武学流庭園の顕在化が図られたことか

ら今後も継続実施したい。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

調査            

情報発信       

 

 

 

分野 教育 

取組の名称 
重要伝統的建造物群保存地区（以下「重伝建地区」という。）における修理修景等

事業及び活用事業の推進 

取組の内容 

圏域内で甲乙に所在する両重伝建地区に対する愛情・誇り・一体感を醸成し、圏域

外からの観光客の流入と周遊を図るため、修理修景等事業の推進及び圏域内外への

情報発信等の広報活動に取り組む。 

事業名 重要伝統的建造物群保存地区修理修景等及び活用事業 

関係市町村 弘前市、黒石市 

取組内容及び評価 

・平成 27年度の修理修景事業は、弘前市で国庫補助事業 4件、市単独事業 4件を実

施した。また、黒石市で国庫補助事業 3件を実施した。 

・修理修景事業の実施により、地区の景観保全が図られているため、今後も継続実

施したい。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

修理修景            

情報発信            

  

資料編 
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分野 産業振興 

取組の名称 食産業の育成 

取組の内容 
圏域の豊富な農産資源等を活用した付加価値の高い商品づくりや販路開拓に取り組
む事業者を支援するための体制を整備する。 

事業名 農商工連携・６次産業化促進事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・平成 24年度より「専門家の配置」を実施。加藤哲也氏を起用し、異業種間のコー

ディネート活動やアドバイス等を行い、農商工連携や 6次産業化を促進した。専

門家の派遣により、コーンスープやシードル、ドレッシング、ジャム等多数の商

品化を支援した。ただし、中南地域県民局や 21あおもり産業総合支援センターで

も、弘前圏域に専門家を派遣しているため、今後はそれらの専門家派遣を活用す

ることとし、当該事業は平成 28度で終了とする。 

・平成 25年度より「見本市への出展」を実施。国内最大規模の食品展示商談会に出

展。出展事業者の中には、1,100万円規模の成約を結んだ事業者もいるなど、期待

した効果が得られているため、今後も継続して実施する。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

専門家の配置             

見本市への出展             

 

 

 

分野 産業振興 

取組の名称 企業誘致活動の推進 

取組の内容 

地域の雇用確保及び経済の活性化を図るため、圏域市町村と立地に係る情報を共有
し、圏域全体としての立地環境、魅力や強みを企業へ情報発信するなど、圏域一体
となった企業誘致活動を展開する。 

事業名 企業誘致圏域連携事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・平成 25年度に「弘前圏域定住自立圏企業立地ガイド」を作成。そのガイドブック

を基に情報発信を行った。 

・首都圏で開催される民間及び県主催のフェアへ出展し、圏域の PRを実施すること

ができた。しかし直接、誘致につながる案件はなく今後の情報発信の手法を検討

することが必要である。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

ガイドブックの作成       

情報発信       

  

資料編 
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分野 産業振興 

取組の名称 農作物猿害防止体制の構築 

取組の内容 

農作物猿害の軽減に向けて、甲及び乙地域における猿の生態を調査し、及び検証す

るとともに、総合的な調整を図りながら、連携による農作物猿害防止体制の構築に

取り組む。 

事業名 農作物猿害防止対策事業 

関係市町村 弘前市、西目屋村 

取組内容及び評価 

・平成 25年度から事業を開始し、平成 27年度までに 2基の GPS装置及び GPS機能

付き携帯電話を取り付け、行動域データを取得した。 

・平成 28年度はテレメトリー発信器による行動域調査を実施したところ、4つの群

れの行動域を長期的に調査できた。 

・平成 28年度時点において、まだ行動域を特定できていない群れを目視で確認して

いることから、今後も継続して実施する必要がある。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

猿の生態調査       

巡視員の連携       

探索器による監視 
体制の検証 

      

 

 

 

分野 観光振興 

取組の名称 広域観光商品の充実 

取組の内容 

圏域への誘客につながる広域観光商品の充実を図るため、圏域に求められる観光ニ

ーズを調査し、及び検証するとともに、観光商品を開発する首都圏の旅行代理店等

へ効果的な情報発信を行う。 

事業名 広域観光商品化情報発信事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・平成 24年度、設立総会を開催し、協議会を設立。 

・平成 25年度、周遊旅行商品体験ツアーを開催し、参加者によるアンケート調査や

意見交換会を実施。圏域の観光商品に対する意見やニーズを把握し、以降の情報

発信やツアー実施に活用することができた。 

・平成 25年度、県観光連盟の首都圏キャンペーンと協力し、広域観光 PRを実施。

また、平成 26年度～28年度においては、名古屋圏域での観光キャンペーン及びフ

ジドリームエアラインを利用したツアーを実施。各キャンペーンとも、旅行代理

店等への情報提供や観光 PRを圏域一体で効果的に実施できた。 

・青森港へのクルーズ船入港に伴い、青森港、弘前駅でクルーズ船乗客に対する観

光案内を実施。増加する外国人観光客に圏域を印象づけることができた。 

・平成 27年度、タレントを活用した圏域の PR番組を制作、放映及びパンフレット

やウェブサイトを作成。圏域の魅力ある観光情報を全国発信することができた。 

・平成 27～28年度、北海道新幹線開業や青函 DCに伴い、弘前駅での観光 PRを実

施。また、平成 28年度には弘前さくらまつりやはこだてグルメガーデンにブース

を設置し、観光 PRを実施。各種観光 PRとも、旅行社の圏域内での周遊促進につ

ながるよう実施した。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

調査検証            

情報発信            

  

資料編 
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分野 地域防災 

取組の名称 広域備蓄体制の整備 

取組の内容 
大規模・広域的な災害の発生時に被災住民に対して的確に対応するため、青森県と

連携しながら、燃料、毛布、飲料水等の物資を備蓄する体制を整備する。 

事業名 広域災害に対応することができる備蓄拠点の整備 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・弘前市では平成 26年度に備蓄計画を策定し、防災アセスメントの結果を基に必要

な食料、物資の備蓄を進めているが、県及び定住自立圏内自治体との連携は進ん

でいない。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

課題等の整理           

備蓄計画の策定          (弘前市 

のみ実施) 物資整備・運用開始          

 

 

 

分野 地域防災 

取組の名称 合同防災訓練等の実施 

取組の内容 
大規模・広域的な災害の発生時に、自治体及び関係機関が連携した対応ができるよ

うにするため、組織間連携の確認と向上を目指した合同防災訓練を実施する。 

事業名 
８市町村合同防災訓練 

８市町村防災担当職員合同研修会 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・弘前市が実施する総合防災訓練や研修会等に定住自立圏内自治体からも参加する

ことで、ある程度、各自治体の防災力の向上が図られたと思われるが、さらに効

果的な訓練・研修内容の検討・実施が必要である。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

実施要領             

県防災訓練への参加       

合同訓練実施             

合同研修会実施           

  

資料編 
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分野 環境 

取組の名称 し尿処理の広域化 

取組の内容 汚水処理等を効率的に行うため、圏域のし尿等を一括して処理する。 

事業名 し尿･浄化槽汚泥等共同処理事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・MICS事業（汚水処理施設共同整備事業）として、県の岩木川浄化センター内に

「し尿等希釈投入施設（名称：津軽広域クリーンセンター）」を建設し、平成 27

年 10月から、圏域内のし尿等を共同処理している。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

実施設計等           

建設工事等          

管理・運営等       

 

 

 

分野 環境 

取組の名称 カラス対策の連携 

取組の内容 

カラスによる被害を軽減するため、連携して被害状況、個体数等を調査し、及び検

証するとともに、検証結果に基づき、広域的かつ効果的なカラス対策を検証し、及

び実施する。 

事業名 カラス対策連携事業 

関係市町村 弘前市、黒石市 

取組内容及び評価 

・ごみ集積所におけるカラスのエサ断ちに関する対策を実施している。 

・毎年同時期（平成 27年度は 10月、1月、2月）に合同個体数調査を行ったうえ

で、被害調査、生態調査及び検証を実施している。 

・「弘前市カラス対策連絡協議会」を年 2回開催し、被害状況等の情報を共有して

いる。 

・その他調査・検証結果に基づいたカラス対策を検討している。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

情報共有       

合同調査・検証       

エサ断ち対策       

その他対策       

  

資料編 
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分野 環境 

取組の名称 使用済小型家電リサイクルの促進 

取組の内容 
圏域における使用済小型家電の再資源化を住民に啓発するとともに、使用済小型家

電を効率的にリサイクルする体制を整備する。 

事業名 使用済小型家電リサイクル事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・圏域内の廃棄物処理施設でのピックアップ回収を行った。 

・圏域住民への使用済小型家電の再資源化啓発を行った。 

・圏域内の公共施設などへ設置された回収ボックスによる拠点回収の効率化に向け

た方法の検討について、ワーキング会議を行った。 

・圏域内での新たな効率的回収方法として「使用済小型家電等の宅配便回収につい

ての連携と協力に関する協定」を締結し、平成 28年 3月から宅配便回収サービス

を開始した。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

ピックアップ回収            

啓発方法等検討       

啓発等実施       

 

 

 

分野 その他 

取組の名称 消費生活相談体制の広域的対応 

取組の内容 
圏域における消費生活相談を広域的に行うことにより、住民サービスの向上を図

る。 

事業名 弘前圏域消費生活相談事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・圏域による消費生活相談体制を維持することにより、相談件数は増加している。 

・消費者被害減少のために必要な情報を提供し、未然防止を図る。 

・相談員の研修や情報収集等により、相談員の資質向上をおこなっている。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

相談業務            

市町村への周知       

  

資料編 
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政策分野２ 結びつきやネットワークの強化に係る具体的取組 

 

分野 地域公共交通 

取組の名称 圏域公共交通ネットワークの再構築及び利用促進 

取組の内容 

地域公共交通の確保及び利便性向上に向けて、圏域における地域公共交通の実情を

調査し、及び検証するとともに、総合的な調整を図りながら、交通事業者と連携し

て、圏域の公共交通ネットワークの再構築及び利用促進に取り組む。 

事業名 弘前圏域公共交通計画の策定 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・弘前圏域地域公共交通計画を平成 25年 3月に策定。 

・構成市町村及び県の公共交通担当者及び交通事業者と連携し、弘前圏域内のバス

路線のうち、浪岡線の一部、川原平線の一部、五所川原線の一部を再編。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

公共交通計画の策定            

事業名 公共交通利用促進活動の実施 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・弘前圏域内公共交通担当者会議を開催し、今年度の利用促進 PR活動のスケジュー

ル等の確認や、国・県から公共交通に関する様々な情報提供があり、担当者間で

の情報共有を図った。 

・公共交通の現状と必要性を記載したパンフレットを作製・配布し、周知を行っ

た。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

利用啓発活動の実施            

  

資料編 
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政策分野３ 圏域マネジメント能力の強化に係る具体的取組 

 

分野 圏域市町村の職員等の交流 

取組の名称 圏域市町村職員の育成 

取組の内容 圏域市町村職員の能力の向上及び連携強化を図るため、合同研修を実施する。 

事業名 圏域職員合同研修事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

・平成 24年度より圏域市町村職員合同研修・圏域職員政策提言事業を毎年実施し

た。期待したとおりの効果があったため、今後も連携して実施する。しかし、各

自治体で近年参加人数の確保に苦慮している傾向にある。 

・政策提言事業では毎年同じテーマで政策提言を課しているため、考えられる事業

が限られてきている。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

合同研修の実施             

圏域職員 

政策提言事業 
            

 

 

 

 

分野 行政事務の効率化 

取組の名称 電算システムの共同利用 

取組の内容 
電算システムの共同利用により、コストの削減、利便性、効率化、セキュリティの

向上、災害時の業務継続における対応力の強化を図る。 

事業名 電算システム共同利用推進事業 

関係市町村 弘前市、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 
・平成 27年 4月 1日より電算システムの共同利用を実施。経費削減及びセキュリテ

ィ向上など期待した効果があった。 

取組状況 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 備考 

共同利用の実施            

共同利用の協議       

 

 

  

資料編 
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３．「第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン」策定までの経過 
  

平成 28年  

11月 24日 ○第１回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・弘前圏域定住自立圏連携施策の実施状況について 

 ・第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン素案について 

  

平成 29年  

1月 12日 ○第２回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・第１回懇談会での意見に対する回答について 

 ・第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン素案 

  

1月 20日～2月 8日 ○第２次共生ビジョン（素案）に関するパブリックコメントの実施 

  

2月 10日 ○第３回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・第２回懇談会での意見に対する回答について 

 ・パブリックコメントの実施状況について 

  

2月 20日～28日 ○関係市町村と第２次共生ビジョンに関する個別協議 

  

3月 23日 ○市町村長会議 

  

3月 31日 ○第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョンの策定（弘前市） 

  

 

４．「第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン」（平成 29～令和 3 年度）期間中の経過 
  

平成 29年  

7月 11日 ○市町村長会議 

  

9月 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結に関する議案の
議会議決 

  弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西
目屋村 

  

10月 2日 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結（弘前市と１対
１の締結） 

  黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

  

12月 21日 ○弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン変更案について 

平成 30年  

1月 10日 ○第２次共生ビジョン(変更案)に関するパブリックコメントの実施 

  

3月 8日～22日 ○関係市町村と第２次共生ビジョン(変更案)に関する個別協議 

  

3月 30日 ○第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン(変更版)の策定(弘前市) 

  

  

資料編 
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平成 30年  

12月 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結に関する議案の
議会議決 

  弘前市、平川市 

  

平成 31年  

1月 7日 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結 
（弘前市と平川市との締結） 

  

2月 27日～3月 12
日 

○平川市と第２次共生ビジョン(変更案)に関する個別協議 

  

3月 29日 ○第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン(変更版)の策定(弘前市) 

  

令和元年  

7月 5日 ○市町村長会議 

  

9月 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結に関する議案の
議会議決 

 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、
西目屋村 

  

10月 2日 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結（弘前市と１対
１の締結） 

  黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

  

11月 5日 ○弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 
・第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン変更案について 

  

12月 2日～27日 ○第２次共生ビジョン(変更案)に関するパブリックコメントの実施 

  

令和 2年  

3月 11日～23日 〇関係市町村と第２次共生ビジョン(変更案)に関する個別協議 

  

3月 31日 ○第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン(変更版)の策定(弘前市) 

  

9月 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結に関する議案の
議会議決 

 弘前市、藤崎町、板柳町 

  

10月 1日 ○定住自立圏形成協定の一部を変更する協定の締結（弘前市と１対
１の締結） 

  藤崎町、板柳町 

  

11月 13日 ○弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会（書面開催） 
・第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン変更案について 

  

12 月 15 日～1 月 20 日 ○第２次共生ビジョン(変更案)に関するパブリックコメントの実施 

  

令和 3年  

2 月 18 日～3 月 12 日 〇関係市町村と第２次共生ビジョン(変更案)に関する個別協議 

3月 31日 ○第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン(変更版)の策定(弘前市) 

資料編 
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５．「第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン」の取組内容・評価等 
 

 １ 生活機能の強化 

 

(１)医療 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

休日・夜間救急診療

体制対応日数 

365日 

(平成 27年度) 

365日 

(令和 2年度) 

365日 

(令和 3年度) 

 
 

取組の名称 救急医療体制の維持及び充実 

取組の内容 
圏域の救急医療体制を確保するため、休日・夜間救急診療体制を維持するとともに

その充実を図る。 

事業名 休日及び夜間における一次救急診療事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

急患診療所の運営及び休日在宅医診療を継続実施し、初期救急医療提供体制を確保

した。その結果、平成 29年度から令和 2年度までで、延べ 46,729人に利用されて

おり、引き続き実施する必要がある。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

弘前市急患診療所

の運営 

365日 

(平成 27年度) 

365日 

(令和 2年度) 

365日 

(令和 3年度) 

休日在宅医診療の

実施 

実施 

(平成 27年度) 

実施 

(令和 2年度) 

継続実施 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

急患診療所の運営 
 

          

休日在宅医診療             

事業名 休日及び夜間における二次救急診療事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

病院群輪番病院運営を継続実施するとともに、令和元年度までの開設期間となって

いた、地域救急医療学講座を新中核病院の運営開始を見据え令和 2年度、令和 3年

度の 2ヶ年延長した。その結果、新中核病院への機能統合を控え、市立病院の診療

機能が縮小していく中においても、二次救急医療体制を維持し、平成 29年度から令

和 2年度までで延べ 62,996人に利用されたところであり、令和 4年度以降は新中核

病院を中心とした二次救急医療体制を維持していく。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

二次救急医療提供

体制の維持 

365日 

(平成 27年度) 

365日 

(令和 2年度) 

365日 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

病院群輪番制の 

運営 

 

          

寄附講座「地域救

急医療学講座」の

開設 

            

新中核病院整備 

推進事業 
      

 

  

資料編 
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 (２)福祉 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

延べ利用児童数 
32,403人 

(平成 27年度) 

16,585人 

(令和 2年度) 

33,000人 

(令和 3年度) 

権利擁護に係る相

談件数※1 

342件 

(平成 30年度) 

494件 

(令和 2年度) 

514件 

(令和 3年度) 

  ※1 圏域内のみの相談数をカウント 

 
 

取組の名称 子育て支援の充実 

取組の内容 
圏域の住民の子育て支援の充実を図るため、甲が行う特別保育事業の対象区域を圏

域に拡大し、圏域全体として安心して子育てができる環境を整備する。 

事業名 特別保育事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

特別保育事業を圏域市町村の住民が利用できる環境は整っており、国・県の補助金

を受け当該事業を実施している各保育所等が、圏域市町村の住民についても個別に

相談を受け対応している。圏域市町村の住民の利用状況は、月ごとに把握し、一定

数の利用があるため、今後も連携して事業を実施していく必要がある。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

一時預かり事

業・休日保育事

業・地域子育て

支援拠点事業延

べ実施施設数 

67施設 

(平成 27年度) 

73施設 

(令和 2年度) 

70施設 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

特別保育事業の 

実施 

 

          

 
 

取組の名称 成年後見制度の広域対応 

取組の内容 
圏域における成年後見制度を含めた権利擁護の支援に関する業務を広域的に行うこ

とにより、住民サービスの向上を図る。 

事業名 弘前圏域権利擁護支援事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

令和 2年度より、弘前圏域権利擁護支援センターを開設し、運営している。本事業

実施の結果、認知症等により判断能力が十分でない方が住み慣れた地域で安心して

暮らせる体制づくりに貢献していることから、今後も体制を維持していくことが必

要である。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

圏域内における

市民後見人養成

研修受講者数 

0人 

(平成 30年度) 

30人 

(令和 2年度) 

30人 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

弘前圏域権利 

擁護支援センター

の運営 

      

成年後見制度 

利用促進基本計画

の策定※2 

           

  ※2 構成市町村ごとに策定 

  

資料編 
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 (３)教育 

政策分野におけ

る基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

観光客入込数※3 57,087人 

(平成 27年度) 

37,527人 

(令和 2年度) 

60,000人 

(令和 3年度) 

※3 構成市町村の文化財庭園及び重伝建地区への観光客入込数 

 
 

取組の名称 大石武学流庭園の調査、普及及び活用 

取組の内容 
圏域内の指定名勝及び登録記念物の庭園を核として、大石武学流庭園の掘り起こしを

行い、津軽独自の庭園文化の普及及び活用を図る。 

事業名 大石武学流庭園調査・活用事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市 

取組内容及び評価 

平成 29～30年度に行った圏域ブランド候補庭園の調査をもとに、令和元年度には圏

域ブランド庭園 11件を掲載した「大石武学流庭園めぐりガイドブック」を作成し

た。 

このガイドブックは、観光施設及び関係機関等へ配布しており、文化財庭園の周知の

みならず広域観光の促進についても効果があった。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

圏域ブランド候補

庭園調査数(累計) 

3件 

(平成 27年度) 

16件 

(平成 30年度) 

15件 

(平成 30年度) 

圏域ブランド庭園

数 

0件 

(平成 27年度) 

11件 

(令和１年度) 

15件 

(令和１年度) 

公開文化財庭園入

園者数 

25,239人 

(平成 27年度) 

21,567人 

(令和１年度) 

27,000人 

(令和１年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

調査 
 

          

情報発信       

 
 

取組の名称 
重要伝統的建造物群保存地区(以下「重伝建地区」という。)における修理修景等事業

及び活用事業の推進 

取組の内容 

圏域内で甲乙に所在する両重伝建地区に対する愛情・誇り・一体感を醸成し、圏域外

からの観光客の流入と周遊を図るため、修理修景等事業の推進及び圏域内外への情報

発信等の広報活動に取り組む。 

事業名 重要伝統的建造物群保存地区修理修景等及び活用事業 

関係市町村 弘前市、黒石市 

取組内容及び評価 

保存地区の景観保全に係る取組である修理修景事業については、文化庁の指導のもと

地区住民と協力しながら適切に対応している。 

観光資源としての活用については、各地区において、それぞれ地域団体や住民団体等

を連携しながら伝統的建造物の公開活用を図るなどの取組を実施している。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

公開施設の観光客

入込数 

31,848人 

(平成 27年度) 

25,687人 

(令和 2年度) 

33,000人 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

修理修景            

情報発信            

 

  

資料編 
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 (４)産業振興 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

商談成約件数 34件(平成 27年度)  0件(令和 2年度) 40件(令和 3年度) 

企業誘致件数(累計)  2件(平成 27年度) 14件(令和 2年度)  5件(令和 3年度) 

ニホンザルによる農

作物への被害金額 

7,706千円 

(平成 27年度) 

5,556千円 

(令和 2年度) 

6,700千円 

(令和 3年度) 

 

取組の名称 食産業の育成 

取組の内容 
圏域の豊富な農産資源等を活用した付加価値の高い商品づくりや販路開拓に取り組

む事業者を支援するための体制を整備する。 

事業名 農商工連携・６次産業化促進事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

地元農産物や加工品の販路拡大を支援するため、各業界のバイヤーが多数来場する展

示商談会に出展し、令和元年度には 43 件の商談成約件数という効果があったため、

今後も連携して実施する必要がある。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新時点) 目標値(達成年度) 

展示商談会での商

談件数 

149件 

(平成 27年度) 

0件 

(令和 2年度) 

180件 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

見本市への出展             

 

取組の名称 企業誘致活動の推進 

取組の内容 

地域の雇用確保及び経済の活性化を図るため、圏域市町村と立地に係る情報を共有

し、圏域全体としての立地環境、魅力や強みを企業へ情報発信するなど、圏域一体

となった企業誘致活動を展開する。 

事業名 企業誘致圏域連携事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

地域の雇用確保及び経済の活性化を図るため、圏域市町村と立地に係る情報を共有

し、圏域全体としての立地環境、魅力や強みを企業へ情報発信するなど、圏域一体と

なった企業誘致活動を展開している。 

企業誘致件数の累計は令和 2年度までに 14件となっており、令和 3年度までに達成

すべき目標値の 5件をすでに超えている状況にある。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

訪問企業社数 13社(平成 27年度) 4社(令和 2年度) 15社(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 
情報発信 

(紙媒体、ホームペー
ジ、イベント出展) 

      

 

取組の名称 農作物猿害防止体制の構築 

取組の内容 

農作物猿害の軽減に向けて、甲及び乙地域における猿の生態を調査し、及び検証す

るとともに、総合的な調整を図りながら、連携による農作物猿害防止体制の構築に

取り組む。 

事業名 農作物猿害防止対策事業 

関係市町村 弘前市、西目屋村 

取組内容及び評価 

捕獲したサル数頭へテレメトリー発信器を装着し、行動域調査結果を猟友会に情報共

有することができた。弘前市と西目屋村を往来するサル群の動向に関して情報共有

し、行動域の分析に役立てることができた。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新時点) 目標値(達成年度) 

ニホンザルの捕獲数 86頭(平成 27年度) 112頭(令和 2年度) 105頭(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

猿の行動調査       

巡視員の連携       

捕獲や追い払いに 

よる群れの管理 
      

 

資料編 
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 (５)観光振興 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

弘前圏域定住自立圏

観光消費額(推計値) 

32,829百万円 

(平成 27年度) 

34,397百万円 

(令和 1年度) 

39,395百万円 

(令和 2年度) 

 
 

取組の名称 広域観光商品の充実 

取組の内容 

圏域への誘客につながる広域観光商品の充実を図るため、圏域に求められる観光ニー

ズを調査し、及び検証するとともに、観光商品を開発する首都圏の旅行代理店等へ効

果的な情報発信を行う。 

事業名 広域観光商品化情報発信事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

平成 24年より弘前圏域定住自立圏観光推進協議会を組織し、関西圏でのプロモーシ

ョンや旅行会社訪問等を実施してきた。 

令和 2年度に「青森－神戸」線が新規就航されたことを受け重点的に PRを実施する

予定であったが、新型コロナウイルスの影響により実施できていない。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新時点) 目標値(達成年度) 

弘前圏域定住自立

圏観光入込客数 

7,467千人 

(平成 27年度) 

7,233千人 

(令和 1年度) 

7,840千人 

(令和 2年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

広域観光商品の 

検証と充実 
           

情報発信            

 
 
 

(６)地域防災 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新時点) 目標値(達成年度) 

防災に関する 

地域連携の強化 

十分に行われていない 

(平成 28年度) 

弘前圏域 8市町村 

国土強靭化地域計画 

検討会を組織 

(令和 2年度) 

連携強化による 

防災力向上 

(令和 3年度) 

 

 

取組の名称 広域備蓄体制の整備 

取組の内容 
大規模・広域的な災害の発生時に被災住民に対して的確に対応するため、青森県と連

携しながら、燃料、毛布、飲料水等の物資を備蓄する体制を整備する。 

事業名 広域災害に対応することができる備蓄拠点の整備 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 
令和 2年度に「必要な備蓄物資等の確認」を実施したが、各市町村における個別計画

や広域備蓄計画の策定には至っていない。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

広域備蓄計画等の

策定 

未策定 

(平成 28年度) 

未策定 

(令和 2年度) 

策定完了 

(平成 30年度) 

物資整備 
整備開始 

(令和 1年度) 

未整備 

(令和 2年度) 

整備完了 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

必要な備蓄物資等 

の確認 

 

          

広域備蓄計画等の 

策定 
         未実施 

物資整備・運用開始           未実施 

 

  

資料編 
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取組の名称 合同防災訓練等の実施 

取組の内容 
大規模・広域的な災害の発生時に、自治体及び関係機関が連携した対応ができるよう

にするため、組織間連携の確認と向上を目指した合同防災訓練を実施する。 

事業名 
８市町村合同防災訓練 

８市町村防災担当職員合同研修会 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

合同研修会(図上訓練)の実施や、各市町村の防災訓練へ他市町村の職員が参加するな

どし、訓練内容の強化を図った。合同防災訓練については、県の防災訓練が行われてい

ること等から実施せず、各市町村の訓練内容強化に努めた。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

広域防災訓練の実施 0件(平成 28年度) 0件(令和 2年度) 1件(令和 1年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

各自治体での 

総合防災訓練の 

実施・参加 

           

広域防災訓練の 

検討 
           

広域防災訓練の 

実施 
     未実施 

研修会等の 

実施・参加 
      

 
 
 

(７)環境 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

リサイクル率 
12.5％ 

(平成 25年度) 

10.5% 

(令和 1年度) 

14％ 

(令和 3年度) 

 

 

取組の名称 し尿処理の広域化 

取組の内容 汚水処理等を効率的に行うため、圏域のし尿等を一括して処理する。 

事業名 し尿･浄化槽汚泥等共同処理事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

平成 27年 10月に MICS事業(汚水処理施設共同整備事業)として整備した津軽広域ク

リーンセンターにおいて、圏域市町村から年間約 45,000ｔのし尿等を受け入れ、適正

に処理している。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

し尿等処理量 
47,877,816 kg 

(平成 27年度) 

44,807,320 kg 

(令和 2年度) 

45,700,000 kg 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

運転管理 
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取組の名称 カラス対策の連携 

取組の内容 

カラスによる被害を軽減するため、連携して被害状況、個体数等を調査し、及び検

証するとともに、検証結果に基づき、広域的かつ効果的なカラス対策を検証し、及

び実施する。 

事業名 カラス対策連携事業 

関係市町村 弘前市、黒石市 

取組内容及び評価 

令和 2年度末時点でごみ集積ボックス 3,760基を設置。 

毎年同時期(11月と 2月)に合同個体数調査を行い、被害調査、生態調査及び検証を

実施。 

「弘前市カラス対策連絡協議会」を開催し、被害状況等の情報共有と今後の対策に

ついて検討。 

弘前大学農学生命科学部と連携し、カラスに GPSを装着して行動域調査を実施。 

冬季のエサ断ちが有効であるとの弘前大学農学生命科学部の助言を受け、令和 2年

度からは田畑の収穫残さを減らすことについて、圏域自治体全体で広報誌等による

周知啓発を行った。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

ごみ集積ボックス

設置数 

3,165基 

(平成 27年度) 

3,760基 

(令和 2年度) 

3,364基 

(令和 3年度) 

協定締結自治体数 
2自治体 

(平成 27年度) 

2自治体 

(令和 2年度) 

4自治体 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

情報共有       

合同調査・検証       

エサ断ち対策       

 
 

取組の名称 使用済小型家電リサイクルの促進 

取組の内容 
圏域における使用済小型家電の再資源化を住民に啓発するとともに、使用済小型家電

を効率的にリサイクルする体制を整備する。 

事業名 使用済小型家電リサイクル事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

圏域内の公共施設などへ設置された回収ボックスによる拠点回収、イベント開催時に

行うイベント回収、民間事業者との協定に基づく宅配便回収を行ったほか、廃棄物処

理施設でのピックアップ回収を行った。 

広報誌やホームページ、アプリなどを活用し、圏域住民へ使用済型家電の再資源化啓

発を行った。 

担当課長会議を毎年開催し、効率的な回収方法の検討や使用済小型家電の市況など情

報共有を図った。 

この結果、第 2次ビジョン期間を通して目標値を上回る回収量を確保できており、圏

域内のリサイクル推進のため今後も連携して実施する必要がある。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

使用済小型家電回

収量 

19,256kg 

(平成 27年度) 

52,913kg 

(令和 2年度) 

40,000kg 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

ピックアップ回収           

啓発方法等検討       

協定内容の拡充      中止 
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 (８)土地利用 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

空き家・空き地の

利活用数 

36件 ※4 

(平成 29年 9月) 

54件 

(平成 30-令和 2年度) 

135件 ※5 

(令和 3年度) 

※4 平成 27年 10月から平成 29年 9月までの弘前市空き家・空き地バンクの利活用数 

※5 平成 30年度から令和 3年度までの延べ利活用数 

 

取組の名称 空き家・空き地の利活用の促進 

取組の内容 
圏域の空き家及び空き地の利活用を促進するため、弘前圏域空き家・空き地バンク協

議会(以下「協議会」という。)を設立し、連携してバンクの運用等の事業を行う。 

事業名 空き家・空き地バンク連携事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

平成 30年より弘前圏域空き家・空き地バンクを連携して運営した。この結果、圏域

市町村で連携して空き家・空き地バンクを PRし、広報が行き渡ることで、ホームペ

ージで物件を閲覧する機会が増えるとともに、圏域市町村で運営費を分担するため、

経費を圧縮する効果が認められることから、今後も連携して運営する必要がある。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

空き家・空き地の

新規登録数 

145件 ※6 

(平成 29年 9月) 

130件 

(平成 30-令和 2年度) 

550件 ※7 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

事業実施            

※6 平成 27年 10月から平成 29年 9月までの弘前市空き家・空き地バンクの新規登録数 

※7 平成 30年度から令和 3年度までの延べ新規登録数 

 
 
 

(９)その他 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

相談対応不能件数 0件(平成 27年度) 0件(令和 2年度) 0件(令和 3年度) 

 
 

取組の名称 消費生活相談体制の広域的対応 

取組の内容 圏域における消費生活相談を広域的に行うことにより、住民サービスの向上を図る。 

事業名 弘前圏域消費生活相談事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

平成 26年度から圏域における消費生活相談の窓口を弘前市市民生活センターに設置

し、相談業務を行っている。この結果、圏域市町村が単独で消費生活センターを設置

するよりも経費の負担が軽減され、専門の消費生活相談員による対応が確保されてい

る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

消費生活相談件数 
1,373件 

(平成 27年度) 

860件 

(令和 2年度) 

1,400件 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

相談業務 
 

          

市町村への周知       
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 ２ 結びつきやネットワークの強化 
 

(１)地域公共交通 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

圏域公共交通分担率※8 6.8%(平成 22年度) 6.8%(平成 22年度) 7.4%(令和 2年度) 

※8 公共交通分担率：鉄道、バスなどの公共交通を利用している割合 

 

取組の名称 圏域公共交通ネットワークの再構築及び利用促進 

取組の内容 

地域公共交通の確保及び利便性向上に向けて、圏域における地域公共交通の実情を調

査し、及び検証するとともに、総合的な調整を図りながら、交通事業者と連携して、

圏域の公共交通ネットワークの再構築及び利用促進に取り組む。 

事業名 公共交通ネットワークの再構築及び利用促進活動の実施 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

弘前市では中心市として弘前市地域公共交通網形成計画及び弘前市地域公共交通再編

実施計画に基づき、交通事業者と連携し公共交通のモビリティ・マネジメント※9を実

施し、利用促進を図っている。 

周辺市町村においても、公共交通網形成計画や地域公共交通計画を作成し、交通事業

者と連携し広域的な路線の見直しや利用促進事業を行っている。 

結果として、公共交通利用者の減少幅を抑えることができていたが、令和 2年度から

は新型コロナウイルス感染症の影響により、大幅に減少しており、今後も連携して取

り組んでいく必要がある。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

バス利用者数 
3,114千人 

(H26.10～H27.9) 

2,572千人 

(R1.10～R2.9) 

3,114千人 

(R2.10～R3.9) 

弘南鉄道利用者数 
1,770千人 

(平成 27年度) 

1,336千人 

(令和 2年度) 

1,770千人 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

利用啓発活動の実施 

 

          

維持・再編等の取組       

 
※9 「過度に自動車に頼る状態」から「公共交通や徒歩などを含めた様々な交通手段を上手に利用する状態」へと変え

ていく、コミュニケーションを中心とした一連の取組。 

   主な取組としては、時刻表や路線図の運行状況や運賃などの情報提供、ヒアリングやアンケートなどを通じて公

共交通利用を直接働きかけるコミュニケーション施策などがある。 
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 (２)地域内外の住民との交流・移住促進 

政策分野における

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

カップル成立 

件数 

54件 

(平成 27年度) 

245件 

(平成 29～令和 2年度) 

570件 

(平成29～令和3年度) 

移住者数 62人(令和 1年度) 69人(令和 2年度) 100人(令和2～3年度) 

 
 

取組の名称 婚活支援の推進 

取組の内容 
圏域全体に婚活支援を展開することで、多様な出会いの場の創出、成婚の促進及び定

住人口の増加を図る。 

事業名 婚活支援事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

平成 28年度まで弘前市民を対象としていた「ひろさき出愛サポートセンター」につ

いて、平成 29年度から対象を弘前圏域住民に拡大し、「ひろさき広域出愛サポート

センター」として運営している。 

センターにおける弘前圏域住民を対象としたお見合い支援のほか、弘前広域婚活支援

事業実行委員会による婚活イベントや魅力アップセミナーを開催した。 

この結果、広域連携開始以降の成婚は 21件、うち 10件が異なる市町村在住者の成婚

となっており(令和 3年 10月末時点)、広域化の成果が着実に表れている。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

成婚件数 0件(平成 27年度) 
16件 

(平成 29～令和 2年度) 

38件 

(平成 29～令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

ひろさき出愛サポー

トセンターの運営等 
           

 
 

取組の名称 移住・定住の促進 

取組の内容 
圏域への移住・定住を促進するため、圏域の魅力や生活に関する情報の提供・発信に

取り組むとともに移住・定住促進に向けた環境整備を行う。 

事業名 弘前圏域移住・交流推進事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

令和元年度より弘前圏域移住交流専門員を設置し、圏域市町村移住者受入態勢構築サ

ポート、移住相談・連絡調整業務、移住施策提案、移住関連事業の企画運営などを行

ってきた。 

サポート業務については各市町村の状況や特徴に応じて事業実施の支援を行ったほ

か、セミナーや移住関連勉強会なども開催し、圏域内の移住に関する機運や理解の向

上、首都圏を始めとする移住検討者とのネットワークも広まってきている。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

移住相談件数 
233件 

(令和 1年度) 

121件 

(令和 2年度) 

400件 

(令和2～3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

弘前圏域移住交流

専門員の設置 
           

移住・定住を促進す

る各種取組の実施 
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 ３ 圏域マネジメント能力の強化 

 

(１)圏域市町村の職員等の交流 

政策分野における 

基本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

研修実施回数 4回(平成 28年度) 4回(令和 2年度) 4回(令和 3年度) 

 
 

取組の名称 圏域市町村職員の育成 

取組の内容 圏域市町村職員の能力の向上及び連携強化を図るため、合同研修を実施する。 

事業名 圏域職員合同研修事業 

関係市町村 弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

平成 24年度より圏域市町村職員の能力の向上及び連携強化を図るため合同研修を

実施している。 

令和 2年度は新型コロナウイルス感染症対策のために受講者定員を減らさなければ

ならず、目標値の達成が難しい状況となっているが、職員個々の課題解決能力やプ

レゼンテーション能力の向上、また、圏域職員間の人脈形成にも効果が見られるた

め、今後も継続して実施する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

全受講者人数 153人(平成 28年度) 118人(令和 2年度) 160人(令和 3年度) 

構成市町村受講者割合 34％(平成 28年度) 36％(令和 2年度) 40％(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

合同研修の実施             

圏域職員政策提言事業             

 
 
 

(２)行政事務の効率化 

政策分野における基

本目標 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

電算システムのク

ラウド化 

4市町村 

(平成 27年度) 

7市町村 

(令和 3年 6月) 

8市町村 

(令和 3年度) 

 
 

取組の名称 電算システムの共同利用 

取組の内容 
電算システムの共同利用により、コストの削減、利便性、効率化、セキュリティの

向上、災害時の業務継続における対応力の強化を図る。 

事業名 電算システム共同利用推進事業 

関係市町村 弘前市、平川市、藤崎町、板柳町、大鰐町、田舎館村、西目屋村 

取組内容及び評価 

平成 27年 4月より弘前市、大鰐町、田舎館村、西目屋村の 4市町村で電算システ

ムの共同利用を実施し、平成 31年 4月より平川市、令和 3年 4月より藤崎町、令

和 3年 6月より板柳町がそれぞれ共同利用を開始し、経費削減及びセキュリティ向

上など期待した効果があることから、今後も連携して事業を実施する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

指 標 現状値(調査時点) 実績値(最新年度) 目標値(達成年度) 

電算システム稼

働率※10 

99.9% 

(平成 27年度) 

99.9% 

(令和 2年度) 

99.5%以上 

(令和 3年度) 

取組状況 ２９年度 ３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 備考 

共同利用の実施 
 

          

次期共同利用 

システムの検討 
   

 
  

※10 電算システム稼働率とは、全業務のシステム稼働予定時間(年間)のうちシステム稼働時間(年間)の割合。システム

停止時間があった場合稼働率が減少する。システム事業者との取り決めにより、電算システム稼働率は 99.5%以上

とするよう設定している。 
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６．「第３次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン」策定までの経過 
  

令和 3年  

8月 23日 ○第１回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・第３次弘前圏域定住自立圏共生ビジョンの策定について 

 ・第２次弘前圏域定住自立圏共生ビジョンの取組評価について 

  

11月 1日 ○第２回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・第３次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン第Ⅰ～Ⅴ章について 

  

令和 4年  

1月 13日 ○第３回弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

 ・第３次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン（素案）について 

  

1 月 27 日～2 月 18 日 ○第３次共生ビジョン（素案）に関するパブリックコメントの実施 

  

2 月 28 日～3 月 11 日 ○関係市町村と第３次共生ビジョンに関する個別協議 

  

3月 23日 ○市町村長会議 

  

3月 31日 ○第３次弘前圏域定住自立圏共生ビジョンの策定（弘前市） 

  

 

７．「第３次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン」期間中の経過 

  

令和 4年  

12 月 1 日～14 日 ○弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会（書面開催） 

 ・第３次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン変更案について 

  

令和 5年  

2 月 20 日～3 月 3 日 ○関係市町村と第３次共生ビジョン(変更案)に関する個別協議 

3月 31日 ○第３次弘前圏域定住自立圏共生ビジョン(変更版)の策定(弘前市) 
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